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内容は、今後変更も予想されますので、常に最新情報を入手するようにしてください。 

前回からの変更・追記（語句の整理を除く）箇所は、赤字にしています。 
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釈が出ることが大変多い制度です。この手引きは作成時点
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情報を入手するようにしてください。 
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Ⅰ．基準の性格等 
 

表記 正式名称 

法 介護保険法（平成９年法律第１２３号） 

省令 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

(平成１８年厚生労働省令第３４号) 

条例 小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例 

(平成２４年小田原市条例第２３号) 

施行規則 小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例施行規則 

(平成２５年小田原市規則第１号) 

予防条例 小田原市指定地域密着型介護予防サービスに関する基準等を定める条例 

(平成２４年小田原市条例第２４号) 

予防施行規則 小田原市指定地域密着型介護予防サービスに関する基準等を定める条例施行規則 

(平成２５年小田原市規則第２号) 

 

（１）基準の性格 

 

 

●指定地域密着型サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサー

ビスの提供に努めなければならない。 

●指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスの事業を運営するに当たっては、地域との

結び付きを重視し、市、他の地域密着型サービス事業者又は居宅サービス事業者その他の保健医療サー

ビス若しくは福祉サービスを提供する者との連携に努めなければならない。 

●指定地域密着型サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行

うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければならない。 

●指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスを提供するに当たっては、法第118条の２第

１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければ

ならない。 

●指定地域密着型サービス事業者は、地域との連携を通じて非常災害時において担う役割を明確にし、その

実現に努めなければならない。 

 

 

 

●基準は、サービス事業がその目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めたものであり、事業者

は、常に基準に従い、適正な運営をするよう努めなければならない。 

●サービス事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を満たさない場合には、サービス事業の

指定又は更新は受けられず、また、基準に違反することが明らかになった場合には、①相当の期間を定

めて基準を遵守するよう勧告を行い、②相当の期間内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に

至った経緯、当該勧告に対する対応等を公表し、③正当な理由が無く、当該勧告に係る措置を採らなか

ったときは、相当の期限を定めて当該勧告に係る措置を採るよう命令することができる。(③の命令をし

た場合には事業者名、命令に至った経緯等を公示しなければならない。)なお、③の命令に従わない場合

には、当該指定を取り消すこと、又は取消しを行う前に相当の期間を定めて指定の全部若しくは一部の

基準の性格 

一般原則 
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効力を停止すること(不適正なサービスが行われていることが判明した場合、当該サービスに関する報酬

の請求を停止させること)ができる。 

●ただし、次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、直ちに指定を取 

り消すこと又は指定の全部若しくは一部の効力を停止することができるものとされている。 

①次に掲げるとき、その他事業者が自己の利益を図るために基準に違反したとき 

(ア)サービス事業の提供に際して利用者が負担すべき額の支払を適正に受けなかったとき 

(イ)地域包括支援センター(介護予防支援事業所としての地域包括支援センターを含み、地域包括支

援センターから介護予防ケアマネジメント及び介護予防支援の再委託を受けた居宅介護支援事

業所を含む。以下同じ。)又は居宅介護支援事業者の従業者に対し、利用者に対して特定の事業

者によるサービスを利用させることの代償として、金品、その他財産上の利益を供与したとき 

②利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 

③その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 

●運営に関する基準及び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準に従って事業の運営をするこ

とができなくなったことを理由として指定が取り消され、規則に定める期間の経過後に再度当該事業か

ら当該事業所について指定の申請がなされた場合には、当該事業者が運営に関する基準及び介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準を遵守することを確保することに特段の注意が必要であり、そ

の改善状況等が確認されない限り指定を行わないものとする。 

●特に、サービス事業においては、基準に合致することを前提に自由に事業への参入を認めていること等

にかんがみ、基準違反に対しては、厳正に対応する。 

 

 

（２）定義及び基本方針 

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護 

【定義】(法第８条第２０項) 

「認知症対応型共同生活介護」とは要介護者であって認知症であるもの(その者の認知症の原因と

なる疾患が急性の状態にある者を除く。)について、その共同生活を営むべき住居において、入

浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うこと。   

【基本方針】(条例第１０条) 

認知症対応型共同生活介護の事業は、要介護者であって認知症であるものについて、共同生活住

居において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日

常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生

活を営むことができるようにするものでなければならない。 

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護 

【定義】(法第８条の２第１５項) 

「介護予防認知症対応型共同生活介護」要支援者(注１)であって認知症であるもの(その者の認知

症の原因となる疾患が急性の状態にある者を除く。)について、その共同生活を営むべき住居にお

いて、その介護予防を目的として、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援及び

機能訓練を行うこと。 (注１)要支援２に限る               

【基本方針】(予防条例第８条) 

介護予防認知症対応型共同生活介護の事業は、その認知症である利用者が可能な限り共同生活住

居において、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日

常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利

用者の生活機能の維持又は向上を目指すものでなければならない。 
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Ⅱ．人員基準について 
 

(１)代表者(施行規則第１０３条、予防施行規則第６８条) 

①以下のいずれかの経験を有していること。 

特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、認知症対応型共同生活介護 

事業所等の従業者若しくは訪問介護員等として、認知症である者の介護に従事した経験、保健医療 

サービス若しくは福祉サービスの提供を行う事業の経営に携わった経験 

②市長が定める研修（※）を修了していること。 

 

※「認知症対応型サービス事業開設者研修」 

①代表者の変更の届出を行う場合については、代表者交代時に「認知症対応型サービス事業開設者研

修」が開催されていないことにより、当該代表者が「認知症対応型サービス事業開設者研修」を修

了していない場合、代表者交代の半年後又は次回の「認知症対応型サービス事業開設者研修」日程

のいずれか早い日までに「認知症対応型サービス事業開設者研修」を修了することで差し支えあり

ません。 

②みなし措置 

下記の研修修了者は、事業者の代表者として必要な研修を修了したものとみなされます。 

(ア)実践者研修又は実践リーダー研修、認知症高齢者グループホーム管理者研修（平成１７年度

実施のものに限る） 

(イ)基礎課程又は専門課程 

(ウ)認知症介護指導者研修 

(エ)認知症高齢者グループホーム開設予定者研修 

 

○理事長や代表取締役を代表者として扱うのは合理的でないと判断される場合には、その法人 

の地域密着型のサービス部門の責任者などを代表者としても差し支えありません。 

 

(２)管理者(施行規則第１０２条、予防施行規則第６７条) 

① 共同生活住居(ユニット)ごとに配置すること。 

※複数のユニットがある事業所においては、それぞれのユニットの管理上支障がない場合、複数

のユニットの管理者として兼務することは可能です。 

② 常勤であること。 

③ 専ら認知症対応型共同生活介護に従事する者であること。 

ただし、以下の場合であって、管理業務に支障がない(ユニットの管理上支障がない場合に限る)と

認められるときには、他の職務を兼ねることができる。 

・当該共同生活住居の他の職務に従事する場合 

・同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事する場合 

・併設する小規模多機能型居宅介護事業所若しくは看護小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従

事する場合 

④ ①～③の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がない場合は、サテライト型指定認知症

対応型共同生活介護事業所における共同生活住居の管理者は、本体事業所における共同生活住居の
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管理者をもって充てることが可能。 

⑤ 適切な認知症対応型共同生活介護を提供するために必要な知識及び経験を有すること 

⑥ 特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、認知症対応型共同生活介

護等の従業者又は訪問介護員等として、３年以上認知症である者の介護に従事した経験があること 

⑦ 厚生労働大臣が定める研修（※）を修了していること 

 

※「認知症対応型サービス事業管理者研修」 

○受講要件 

上記研修を受講するには研修の申込時までに「認知症介護実践者研修(旧基礎課程を含む)」を

修了していること及び上記「(イ)」に記載の実務経験が必要です。 

○みなし措置 

平成１８年３月以前から当該グループホームで管理者を行っている者で、次の３つの要件すべ

て満たしている者は、事業所の管理者として必要な研修を修了したものとみなされます。 

①平成１８年３月３１日までに「実践者研修(※１)」又は「基礎研修(※２)」の修了者 

(※１)平成１８年局長通知及び平成１８年課長通知、平成１７年局長通知及び課長通知、 

(※２)平成１２年局長通知及び平成１２年課長通知に基づき実施されたものです。 

②平成１８年３月３１日に、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保

健施設、認知症対応型共同生活介護等の管理者 

③認知症高齢者グループホーム管理者研修の修了者 

≪管理者交代時の研修の終了猶予措置≫ 

管理者の要件とされている認知症介護実践者研修及び認知症対応型サービス事業管理者研修の

修了について、研修の実施時期が自治体によって他律的に決定されるものであることを踏ま

え、計画作成担当者に係る措置と同様に、管理者が交代する場合において、新たな管理者が、

市町村からの推薦を受けて都道府県に研修の申し込みを行い、研修を修了することが確実に見

込まれる場合は、研修を修了していなくてもよい取扱いとする。 

なお、事業者の新規指定時には、管理者は原則どおり研修を修了していることを必要とする。 

 

(３)計画作成担当者(施行規則第１０１条、予防施行規則第６６条) 

① 事業所ごとに専らその職務に従事する者を１名以上配置すること。 

  ※ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の他

の職務との兼務が可能。 

② 保健医療サービス又は福祉サービスの利用に係る計画の作成に関し、知識及び経験を有する者。 

③ 厚生労働大臣が定める研修(「認知症介護実践者研修」又は「実務者研修基礎課程」)を修了し

ている者。  

④ 計画作成担当者のうち少なくとも１人は介護支援専門員を持って充てなければならない。 

ただし、次の場合は介護支援専門員を置かないことができる。 

・併設する小規模多機能型居宅介護又は看護小規模多機能型居宅介護の介護支援専門員との連携に

より当該認知症対応型共同生活介護の効果的な運営を期待することができる場合であって、利用

者の処遇に支障がない場合 

⑤ ④の介護支援専門員は、介護支援専門員でない他の計画作成担当者の業務を監督するものとす

る。 

⑥ サテライト型指定認知症対応型共同生活介護事業所については、介護支援専門員である計画作
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成担当者に代えて、③の研修を修了している者を置くことができる。 

⑦ 介護支援専門員以外の計画作成担当者は、特別養護老人ホームの生活相談員や介護老人保健施

設の支援相談員その他の認知症である者の介護サービスに係る計画の作成に関し実務経験を有

すると認められる者をもって充てることができる。 

 

国Ｑ＆Ａ（令和３年3 月２9 日 介護保険最新情報 Vol.953 令和3 年度介護報酬改定に関するQ＆A (vol.4)） 

 

(４)介護従業者(施行規則第１０１条、予防施行規則第６６条） 

①介護従業者のうち、１以上の者は常勤。 

②夜間及び深夜の時間帯以外の配置は、利用者の数が３又はその端数を増すごとに、常勤換算方法で１

以上配置すること。 

③夜間及び深夜の時間帯の配置は、時間帯を通じて１以上の介護従業者に夜勤を行わせるために必要な

数以上を配置すること。ただし、３ユニットの事業所において、全てのユニットが同一の階において

隣接し、介護従業者が円滑な利用者の状況把握及び速やかな対応を行うことが可能な構造である場合

であって、当該認知症対応型共同生活介護事業者による安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保

されていると認められるときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて２以上の介護従業者に夜勤を行わせ

るために必要な数以上を配置すること。 

④小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護を併設する場合は、員数を満たす介護従業者

を置くほか、小規模多機能型居宅介護の人員を満たす従業者を置いている又は看護小規模多機能型居

宅介護の人員を満たす従業者を置いているときは、併設する小規模多機能型居宅介護又は看護小規模

多機能型居宅介護の職務に従事することができる。 

※管理者や計画作成担当者については、就任にあたり、それぞれ研修の修了が義務付けられていますが、研

修の開催頻度・時期の関係から、未受講であっても、直近の研修を受講・修了することを条件に就任を認

める場合があります。ただし、新規事業所の開設時や通常の人事異動による管理者等の変更については、

○介護従事者の人員基準欠如については、減算となる場合があります。 

◯夜間及び深夜の時間帯の設定は、事業所ごとに利用者の生活サイクルに応じて設定してください。 

○介護従事者の勤務表はユニットごとに作成する必要があります。なお、人員配置にあたっては、利用者

との馴染みの関係を構築するためにも、介護従事者はユニットごとに固定してください。 

〇３ユニットに２名の夜勤職員を配置する場合は、利用者のケアの質や職員の負担にも配慮してくださ

い。マニュアルの策定や避難訓練の実施に当たっては、非常災害に関する具体的な計画や訓練の実施に

おいて、夜間及び深夜の時間帯の勤務を想定した内容を取り扱うことで差し支えありません。なお、事

業所の判断により、人員配置基準を満たす２名以上の夜勤職員を配置した上で、さらに他の職員を配置

する場合については、宿直体制で配置することも可能です。宿直勤務を行う介護従業者を置く際の夜間

及び深夜の時間帯の設定に当たっては、「社会福祉施設における宿直勤務の取り扱いについて」（昭和

49 年８月20 日社施第160 号社会局施設課長、児童家庭局企画課長連名通知）に準じて適切に行ってく

ださい。 

（問２４） 

Q 計画作成担当者は、他の事業所との兼務は可能か。 

A 介護支援専門員である計画作成担当者は、当該指定認知症共同生活介護事業所における他の職務を除

き、兼務することはできない。 
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当該取扱いは適用できません。 

※直近の研修を受講することを条件に認めていた管理者等については、研修修了前に変更(退任)することは認

められません。ただし、当該管理者等の急病等により変更(退任)の必要性が認められる場合は、必須研修の

修了者の中から管理者等の要件を満たす者を後任としてください。なお、この場合であっても、計画作成

担当者については交代前の計画作成担当者の就任期間に係る介護報酬の返還を求める場合があります。 

 

 

 

🐣用語の定義🐣 
 

『常勤』 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数

（１週間に勤務すべき時間数が 32 時間を下回る場合は 32 時間を基本とする。）に達していることをい

います。法人が常勤として雇用しているか、非常勤として雇用しているかは問わないため、例えば、雇

用契約上は非常勤職員として雇用していたとしても、実際に勤務する時間数が当該事業所において定め

られている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達している場合、介護保険法上は常勤となります。 

 

『常勤換算方法』 

従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（３２時間を下回る場合

は３２時間を基本とする）で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換

算する方法をいいます。なお、その計算の結果生じた小数点第２位以下の値については切り捨てること

とされています。 

常勤職員は、他の職務を兼務していない場合、合計時間数に関わらず、常勤換算は「１」となります。 

※雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律第１３条第１項に規定する措置

（以下「母性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律（以下「育児・介護休業法」という。）第２３条第１項、同条第３項又は同法第２

４条に規定する所定労働時間の短縮等の措置（以下「育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の

措置」という。）が講じられている場合、３０時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、

常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とします。 

※勤務延時間数 

勤務表上、当該事業所の指定に係る事業のサービス提供に従事する時間として明確に位置付けられて

いる時間の合計数をいいます。なお、従業者１人につき、勤務延時間に算入することができる時間数

は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。 

 

『専ら従事する、専ら提供に当たる』 

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをいうものです。 

この場合のサービス提供時間帯とは、当該従事者の当該事業所における勤務時間をいうものであり、当 

該従事者の常勤・非常勤の別を問いません。 
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Ⅲ．設備基準について 
 

(１)設備及び備品等(施行規則第１０４条、予防施行規則第６９条） 

 

  

事業単位 (ア)１以上３以下の共同生活住居(ユニット)を有します。 

(イ)共同生活住居の入居定員は、５人以上９人以下です。 

①居室 

②居間 

③食堂 

④台所 

⑤浴室 

⑥消火設備その他の非

常災害に際して必要

な設備 

⑦ そ の 他 日 常 生 活

上必要な設備 

(ア)①～⑦を設けます。 

(イ)居室の定員は、１人です。ただし、必要な場合は２人も可能です。 

(ウ)居室の床面積が、７.４３㎡(約４.５畳)以上です。 

(エ)居間及び食堂は同一の場所にすることも可能です。 

 

【ポイント】 

・居間及び食堂は同一の場所にできますが、その場合もそれぞれの機能が 

独立していることが望ましいです。 

・１つの事業所に複数の共同生活住居を設ける場合でも、居間、食堂、台

所は、共同生活住居ごとに専用でなければなりません。 

・管理上支障がない場合は、事務室を兼用にすることが可能です。 

・消防法その他の法令等に規定された設備は、確実に設置します。なお、

指定認知症対応型共同生活介護事業所は、平成２７年４月から、改正後

の消防法施行令が施行され、原則として、全ての事業所でスプリンクラ

ー設備の設置が義務付けられましたので、留意してください。 

・カーテンやじゅうたんなどは防炎加工のものを使用してください。 
 

立地 利用者の家族との交流の機会の確保や地域住民との交流を図る観点から、住宅地 

又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域の中

にあるようにしなければなりません。 
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サテライト型認知症対応型共同生活介護事業所について 

サテライト事業所とは、本体事業所（指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業につ

いて３年以上の経験を有する事業者により設置される認知症対応型共同生活介護事業所であって、サテライ

ト事業所に対してサービスの提供に係る支援を行うもの）との密接な連携のもとに運営される事業所です。 

 

◯サテライト型指定認知症対応型共同生活介護事業所の要件 

イ サテライト型認知症対応型共同生活介護事業所に係る指定認知症対応型共同生活介護事業者は、指定居

宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について３年以上の経験を有するものである必

要があるが、この場合、指定認知症対応型共同生活介護以外の事業の経験についても当該経験に算入でき

ることに留意すること。また、「３年以上の経験」については、当該指定日において満たしている必要が

あり、休止等、事業を運営していない期間は除いて計算すること。 

ロ サテライト事業所は、本体事業所（指定認知症対応型共同生活介護事業所であって、当該事業所

に対する支援機能を有する事業所をいう。以下、この号において同じ。）を有する必要があるが、

ここでいう「支援機能を有する事業所」については、当該本体事業所が次のいずれかに該当するこ

とを指すものであること。 

ａ 事業開始以降１年以上の本体事業所としての実績を有すること 

ｂ 当該本体事業所の共同生活住居の利用者の合計数が、当該本体事業所の共同生活住居において

定められた入居定員の100分の70を超えたことがあること。 

ハ サテライト事業所は、本体事業所との密接な連携を確保しつつ、運営するものであるため、次に

掲げる要件をいずれも満たす必要があること。したがって、本体事業所に対するサテライト事業所

の共同生活住居の数および設置可能な個所数は、表のとおりとなる。 

ａ 本体事業所とサテライト事業所の距離は、自動車等による移動に要する時間が概ね20分以内の

近距離であること 

ｂ サテライト事業所の共同生活住居の合計数が、本体事業所の共同生活住居の数を上回らないこ

と 

ｃ 本体事業所とサテライト事業所の共同生活住居の数の合計は、最大４までとすること 

本体事業所 サテライト事業所 

共同生活住居数 共同生活住居数 

１の本体事業所に対して設置可

能 

なサテライト事業所の個所数 

１ １ １ 

２ 
１ ２ 

２ １ 

３ １ １ 
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国Ｑ＆Ａ（令和３年3 月２9 日 介護保険最新情報 Vol.953 令和3 年度介護報酬改定に関するQ＆A (vol.4)） 

ニ 本体事業所は、当該サテライト事業所へ駆けつけることができる体制や適切な指示ができる連絡

体制を確保するほか、当該本体事業所とサテライト事業所の管理者が同一である場合には、当該本

体事業所と当該サテライト事業所との間において、次に掲げる要件をいずれも満たす必要があるこ

と。 

ａ 利用申込に係る調整、サービス提供状況の把握、職員に対する技術指導等が一体的に行われる

こと。 

ｂ 職員の勤務体制、勤務内容等が一元的に管理されること。また、必要な場合に随時、本体事業

所や他のサテライト事業所との相互支援が行える体制（サテライト事業所の従業者が急病等でサ

ービスの提供が出来なくなった場合は、本体事業所から急遽代替要員を派遣できるような体制）

であること。 

ｃ 苦情処理や損害賠償等に際して、一体的な対応ができる体制があること。 

ｄ 事業の目的や運営方針等について同一の運営規程が定められていること。 

ｅ 人事、給与・福利厚生等の勤務条件等による職員管理が一元的に行われていること。 

ホ 本体事業所とサテライト事業所は、同一の日常生活圏域内に所在することが望ましいが、隣接す

る市町村における指定認知症対応型共同生活介護事業所とすることも差し支えないものである。 

へ なお、市町村長は、サテライト事業所の指定に当たっては、他の地域密着型サービスの指定の場

合と同様、あらかじめ市町村に設置される地域密着型サービス運営委員会等の意見を聴き、必要が

あると認められる場合は、指定の際に条件を付す等により、事業の適正な運営に当たっての措置を

講ずること。 

（問２０） 

Q サテライト事業所を本体事業所と同一の建物に又は同一の敷地に別棟で設置することはできるか。 

A サテライト事業所は、地域の実情に応じて、利用者にとってより身近な地域で認知症対応型共同生活

介護のサービス提供が可能になるよう設置すべきものであり、同一の建物又は同一敷地に別棟で設置す

ることは認められない。 

（問２１） 

Q A 県（市）所在の認知症グループホームを本体事業所として、A 県（市）の隣にあるB 県（市）にサ

テライト事業所を設置することは可能か。なお、本体事業所とサテライト事業所は、通常の交通手段を

利用して20 分以内で移動できる範囲内にある。 

A お問い合わせのケースの場合、本体事業所との密接な関係を確保しつつ、サテライト事業所の運営を

行うのであれば、所在県（市）が異なる場合もサテライト事業所として差し支えない。 
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Ⅳ．運営基準について 
 

１ サービス開始前 

認知症対応型共同生活介護の提供の開始に際しては、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、運

営規程の概要、勤務体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した

文書を交付して説明を行い、当利用申込者の同意を得なければならない。 

〇介護保険等関連情報の活用とPDCA サイクルの推進について 

指定地域密着型サービスの提供に当たっては、法第118 条の２第１項に規定する介護保険等関連情報

等を活用し、事業所単位でＰＤＣＡサイクルを構築・推進することにより、提供するサービスの質の向

上に努めてください。この場合、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ：Long-term care 

Information system For Evidence）」に情報を提出し、当該情報及びフィードバック情報を活用す

ることが望ましいです。 

○重要事項を記した文書に記載すべき事項は、以下のとおりです。 

①法人、事業所の概要(法人名、事業所名、事業所番号、併設サービスなど) 

②営業日、営業時間、サービス提供日、サービス提供時間 

③利用料その他費用の額 

④単位ごとの従業者の勤務体制 

⑤事故発生時の対応 

⑥苦情相談窓口(事業所担当、市、国民健康保険団体連合会などの相談・苦情の窓口を記載） 

⑦事故発生時の対応、従業者の秘密保持義務、苦情及び相談の受付体制その他の運営に関する重要事項 

・重要事項説明書の内容と運営規程の内容に齟齬がないようにしてください。 

・小田原市の苦情相談窓口は、以下の通りです。 

課名：高齢介護課、電話番号：０４６５―３３―１８２７、受付時間：８：３０～１７：１５(土曜

日・日曜日・祝祭日・年末年始を除く) 

・神奈川県国民健康保険団体連合会の苦情相談窓口は、以下の通りです。 

 課名：介護保険課介護苦情相談係、電話番号：０４５－３２９－３４４７、０５７０－０２２１１０

《苦情専用》、受付時間：８：３０～１７：１５(土曜日・日曜日・祝祭日・年末年始を除く) 

 

【指導事例】 

・重要事項説明書を利用者や家族に説明、交付したことが記録等で確認できない。 

・重要事項説明書の記載項目漏れ及び内容が更新していない。(特に、市町の苦情相談窓口の更新。) 

・利用者の保険者の苦情相談窓口が記載されていない。 

・運営規程と重要事項説明書の内容が一致しない。 

 

(１)内容及び手続の説明及び同意 

（施行規則第１１９条(第６条準用)、予防施行規則第８１条(第９条準用)） 
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(２)提供拒否の禁止(施行規則第１１９条(第７条準用)、予防施行規則第８１条(第１０条準用)) 

正当な理由なく認知症対応型共同生活介護の提供を拒んではならない。 

・原則として、利用申込に対して応じなければなりません。 

特に要介護度や所得の多寡等を理由にサービスの提供を拒否することは禁じられています。 

・提供を拒むことのできる正当な理由は、 

①事業所の現員では、利用申込に応じきれない場合 

②利用申込者の居住地が通常の事業の実施地域外である場合、その他利用申込者に対し、自ら適切

な認知症対応型共同生活介護を提供することが困難な場合 

 

 

【参考】電磁的方法について 

・利用申込者又はその家族からの申出があった場合には、文書の交付に代えて、当該利用申込者又

はその家族の承諾を得て、文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下「電磁的方法」という。）により

提供することができます。 

イ 電子情報処理組織を使用する方法のうち①又は②に掲げるもの 

① 事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを接続

する電子通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに

記載する方法 

② 事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された重要事項を電子通信回線

を通じて利用申込者又はその家族の閲覧に供し、利用申込者又はその家族の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルに重要事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨

の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、事業者の使用に係る電子計算機に備え

られたファイルにその旨を記録する方法） 

ロ 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録

しておくことができる物をもって調製するファイルに重要事項を記録したものを交付する方法 

・イ及びロに掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出力することにより文

書を作成することができるものでなければなりません。 

・「電子情報処理組織」とは、事業者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用

に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいいます。 

・事業者は、電磁的方法により重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、利用申込者又は

その家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法

による承諾を得なければなりません。 

・ 上記イ又はロに規定する方法のうち事業者が使用するもの 

・ ファイルへの記録の方式 

・文書又は電磁的方法による承諾を得た事業者は、利用申込者又はその家族から文書又は電磁的方

法により電磁的方法による提供を受けない旨の申出があった場合は、利用申込者又はその家族に

対し、重要事項の提供を電磁的方法によってしてはなりません。ただし、利用申込者又はその家

族が再び文書又は電磁的方法による承諾をした場合は、この限りではありません。 



 12 

(３)受給資格等の確認(施行規則第１１９条(第１０条準用)、予防施行規則第８１条(第１２条準用)) 

①利用の申込みがあった場合は、その者の介護保険被保険者証によって、被保険者資格、要介護・要

支援認定の有無及び要介護認定の有効期間を確認する。 

②介護保険被保険者証に、認定審査会の意見が記載されているときは、これに配慮し、認知症対応型

共同生活介護サービスを提供するよう努めなければならない。 

③介護保険負担割合証によって、その者の負担割合を確認する。 

 

(４)要介護・要支援認定の申請に係る援助 

(施行規則第１１９条(第１０条準用)、予防施行規則第８１条(第１３条準用)) 

①要介護・要支援認定を受けていない者から利用申込があった場合には、要介護・要支援認定の申請

が、既に行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、利用申込者の意思を踏まえ

て、速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

②居宅介護支援又は地域包括支援センターが利用者に対して行われていない等の場合であって、必要と

認めるときは、要介護・要支援認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護・要支

援認定の有効期間が終了する日の３０日前までに行われるよう、必要な援助を行わなければならな

い。 

 

(５)入退去(施行規則第１０５条、予防施行規則第７０条) 

①対象者は、認知症であり、少人数による共同生活を営むことに支障がない者。 

②入居申込者の入居に際しては、主治の医師の診断書等により当該入居申込者が認知症あることの確

認をしなければならない。 

③入居申込者が入院治療を要する者であること等入居申込者に対し自ら必要なサービスを提供するこ

とが困難であると認めた場合は、適切な他の認知症対応型共同生活介護、介護保険施設、病院又は

診療所を紹介する等の適切な措置を速やかに講じなければならない。 

④入居申込者の入居に際しては、その者の心身の状況、生活歴、病歴等の把握に努めなければならな

い。 

⑤利用者の退居の際は、利用者及びその家族の希望を踏まえた上で、退居後の生活環境や介護の継続

性に配慮し、退居に必要な援助を行わなければならない。 

⑥利用者の退居の際は、利用者又はその家族に対し、適切な指導を行うとともに、居宅介護支援事業

者等への情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めな

ければならない。 

【指導事例】 

・入居利用者が認知症であることを確認できる主治医の診断書等がなかった。 

・主治医の診断書等に、当該利用者が認知症であることが明記されていなかった。 
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２ サービス提供時  

(１)サービス提供の記録(施行規則第１０６条、予防施行規則第７１条) 

①入居の際は、入居の年月日及び入居している共同生活住居の名称を、退居の際は、退居の年月日

を、利用者の被保険者証に記載しなければならない。 

②提供した具体的なサービスの内容等を記録しなければならない。 

 

(２)利用料等の受領(施行規則第１０７条、予防施行規則第７２条) 

①法定代理受領サービスに該当する認知症対応型共同生活介護を提供した際は、その利用者から利用

料の一部として、認知症対応型共同生活介護に係る地域密着型介護サービス費用基準額から認知症

対応型共同生活介護事業者に支払われる地域密着型介護サービス費の額を控除して得た額の支払を

受ける。 

②法定代理受領サービスに該当しない認知症対応型共同生活介護を提供した際にその利用者から支払

を受ける利用料の額と、認知症対応型共同生活介護に係る地域密着型介護サービス費用基準額との

間に、不合理な差額が生じないようにしなければ。 

③次に掲げる費用額の支払を利用者から受けることができる。 

(ア)食材料費 

(イ)理美容代 

(ウ)おむつ代 

(エ)上に掲げるもののほか、認知症対応型共同生活介護において提供される便宜のうち、日常生活に

おいても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認めら

れる費用（その他の日常生活費） 

④事業者は、上記の費用の額に係るサービスの提供に当たって、あらかじめ、利用者又はその家族に 

対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を文書により得なければな

らない。 

・利用者負担を免除することは、、指定の取消等を直ちに検討すべき重大な基準違反です。 

・領収書は、利用者負担分とその他費用の額を区分して記載する必要があります。 

・その他費用の額は、それぞれ個別の費用ごとに区分して記載しなければなりません。 

・領収書又は請求書は、サービスを提供した日や利用者負担の算出根拠である請求単位等、利用者にとっ

て支払う利用料の内訳がわかるようにしてください。 

 

〇「その他の日常生活費」の受領に関する基準(平成１２年３月３０日 老企第５４号) 

・「その他の日常生活費」の趣旨にかんがみ、事業者又は施設が利用者等から「その他の日常生活費」

の徴収を行うに当たっては、以下に掲げる基準が遵守しなければなりません。 

①「その他の日常生活費」の対象となる便宜と、保険給付の対象となっているサービスとの間に重複

関係がない。 

②保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されない、あいまいな名目の受領でない。 

※お世話料、管理協力費、共益費、施設利用補償金といったあいまいな名目徴収は認められず、費

用の内訳を明らかにすることが必要です。 

③「その他の日常生活費」の対象となる便宜は、利用者等又はその家族等の自由な選択に基づいて行

われるものでなければならず、事業者又は施設は「その他の日常生活費」の受領について利用者等
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又はその家族等に事前に十分な説明を行い、その同意を得なければならない。 

④「その他の日常生活費」の受領は、その対象となる便宜を行うための実費相当額の範囲内で行われ

なければならない。 

⑤「その他の日常生活費」の対象となる便宜及びその額は、当該事業者又は施設の運営規程において

定めなければならず、また、サービスの選択に資すると認められる重要事項として、施設の見やす

い場所に掲示されなければならない。 

※ただし、「その他の日常生活費」の額については、その都度変動する性質のものである場合に

は、「実費」という形の定め方が許されます。 

 

〇利用者負担とするものが妥当でない利用料 

・下記については、介護報酬に含まれていますので、利用者負担とすることは妥当ではありません。 

①協力医療機関等への通院介助料(人件費)、タクシー代等の交通費、駐車場代 

②共用で使用する洗剤やトイレットペーパー 

③介護のために必要なプラスチックグローブ 

④居宅療養管理指導以外の他の介護保険サービス費用 

⑤外泊・入院期間中の食材料費 

⑥利用者の処遇上必要になった福祉用具の利用料金(個人の希望で利用する場合を除く)※１ 

(※１)福祉用具の費用負担について 

入居者が福祉用具を利用するに当たっては、介護支援専門員等を中心に行われる総合的なアセスメント

の結果、利用者の処遇上、車いすや介護ベッド等の福祉用具が必要と判断した場合、事業者の負担によ

り介護サービスの一環として提供することになります。なお、利用者や家族の希望で利用する場合は、

個人の負担となりますが、費用負担について協議し、その結果を文書で保存するようにしてください。 

 

【指導事例】 

・利用者から徴収する費用を運営規程に定めていなかった。 

・介護上又は衛生管理上必要な消耗品に係る費用、全ての利用者に提供しているものに係る費用を利用者

から徴収していた。 

 

○入居一時金の取扱いについて 

介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う老人福祉法の一部改正

により、平成２４年４月から前払金、権利金の取扱いなどグループホームにおける受領可能な費用の項目

が変更となっています。 

１．受領可能な費用、できない費用（老人福祉法第 14 条の４第１項） 

（１）受領可能な費用 

・ 家賃 

・ 敷金（上限は家賃の６月分に相当する額） 

・ 日常生活上必要な便宜の供与の対価（介護報酬、実費負担額） 

・ 前払金（※受領するための条件は２のとおり） 

（２）受領できない費用 

・ 権利金（入居一時金、保証金、権利金、入会金等） 

２．前払金を受領するための条件（老人福祉法第 14 条の４第２項・第３項） 

（１）受領可能な項目であること(家賃又は施設の利用料並びに、介護、食事の提供及びその他の日常
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生活上必要な便宜の供与)。 

（２）前払金の算定基礎を書面で明示すること。 

（３）前払金の返還に備えて、銀行の債務の保証その他の厚生労働大臣が定める措置を講じること。 

（４）入居後３月以内及び想定居住期間内に契約解除又は死亡により終了した場合に、前払金の額から

実費相当額(※)を控除した額に相当する額を返還する旨の契約を締結すること。 

※ 実費相当額 

・入居後３月以内：家賃等÷３０日×入居日数 

・想定入居期間内：契約解除日又は死亡により終了した日以降の期間について、日割計算により

算出した家賃等の金額を前払金の額から控除 

 

(３)保険給付の請求のための証明書の交付  

(施行規則第１１９条(第１９条準用)、予防施行規則第８１条(第２１条準用)) 

償還払いを選択している利用者から費用の支払い(１０割全額)を受けた場合は、提供した認知症対応

型共同生活介護の内容、費用の額その他利用者が保険給付を保険者に対して請求する上で必要と認め

られる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に交付しなければならない。 

 

(４)介護等(施行規則第１１０条、予防施行規則第８４条) 

①介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な

技術をもって行われなければならない。 

②利用者負担により、当該共同生活住居における介護従業者以外の者による介護を受けさせてはなら

ない。 

③利用者の食事その他の家事等は、原則として利用者と介護従業者が共同で行うよう努めること。 

 

(５)社会生活上の便宜の提供等(施行規則第１１１条、予防施行規則第８５条) 

①利用者の趣味又は嗜好に応じた活動の支援に努めなければならない。 

②利用者が日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続等について、その者又はその家族が行う 

ことが困難である場合は、その者の同意を得て、代わって行わなければならない。 

③常に利用者の家族との連携を図るとともに利用者とその家族との交流等の機会を確保するよう努め 

なければならない。 
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３ サービス提供時の注意点 

(１)認知症対応型共同生活介護の取扱方針(施行規則第１０８条、予防施行規則第８２条) 

①認知症対応型共同生活介護は、利用者の認知症の症状の進行を緩和し、安心して日常生活を送るこ

とができるよう、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切に行われなければならない。 

②認知症対応型共同生活介護は、利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って

家庭的な環境の下で日常生活を送ることができるよう配慮して行われなければならない。 

③認知症対応型共同生活介護は、認知症対応型共同生活介護計画に基づき、漫然かつ画一的なものと

ならないよう配慮して行われなければならない。 

④共同生活住居における介護従業者は、認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、懇切丁寧に

行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいよ

うに説明を行わなければならない。 

⑤認知症対応型共同生活介護事業者は、認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、当該利用者

又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

ってはならない。 

⑥認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

⑦認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じな

ければならない。 

を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護従業者その他の従業者に周知徹底を図

ること。 

(ア)身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（その会議をテレビ電話装置等を活用し

て行うものを含む。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護従業者そ

の他の従業者に周知徹底を図る。 

(イ)身体的拘束等の適正化のための指針を整備する。 

(ウ)介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する。 

⑧認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供する認知症対応型共同生活介護の質の評価を行

うとともに、定期的に次のいずれかに該当する評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改

善を図らなければならない。 

(ア) 外部の者による評価 

(イ) 運営推進会議における評価 

①「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会」 

「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会」(以下「身体的拘束適正化検討委員会」とい

う。)とは、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会であり、委員会の構成メンバーは、

事業所の管理者及び従業者より構成する場合のほか、これらの職員に加えて、第三者や専門家を活用し

た構成とすることが望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門医の活用等も考えられます。ま

た、運営推進会議と一体的に設置・運営することも差し支えありません。 

認知症対応型共同生活介護事業者が、報告、改善のための方策を定め、周知徹底する目的は、身体的拘

束等の適正化について、事業所全体で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決し

て従業者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが必要です。 

具体的には、次のようなことを想定しています。 

(ア)身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。 

(イ)介護従業者その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状況、背景等を記録するとともに、 
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(ア)の様式に従い、身体的拘束等について報告すること。 

(ウ)身体的拘束適正化検討委員会において、(イ)により報告された事例を集計し、分析すること。 

(エ)事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析し、身体的拘束等の発生原因、

結果等をとりまとめ、当該事例の適正性と適正化策を検討すること。 

(オ)報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 

(カ)適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。 

②身体的拘束等の適正化のための指針 

認知症対応型共同生活介護事業者が整備する「身体的拘束等の適正化のための指針」には、次のような

項目を盛り込みます。 

(ア)事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

(イ)身体的拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

(ウ)身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

(エ)事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針 

(オ)身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

(カ)利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

(キ)その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

③身体的拘束等の適正化のための従業者に対する研修 

介護従業者その他の従業者に対する身体的拘束等の適正化のための研修の内容としては、身体的拘束等

の適正化の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該認知症対応型共同生活介護事業

者における指針に基づき、適正化の徹底を行います。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該認知症対応型共同生活介護事業者が指針に基づいた

研修プログラムを作成し、定期的な教育(年２回以上)を開催するとともに、新規採用時には必ず身体的

拘束等の適正化の研修を実施することが重要です。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要です。研修の実施は、職員研修事業所内での研修

で差し支えありません。 

👉「Ⅴ 虐待防止と身体的拘束の廃止」については本紙 33 ページに記載しています。 

 

(２)認知症対応型共同生活介護計画の作成(施行規則第１０９条) 

①共同生活住居の管理者は、計画作成担当者に認知症対応型共同生活介護計画の作成に関する業務を 

担当させます。 

②認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、通所介護等の活用、地域における活動への参

加の機会の提供等により、利用者の多様な活動の確保に努めなければならない。 

③計画作成担当者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、他の介護従

業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した認

知症対応型共同生活介護計画を作成しなければならない。 

④計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たって、その内容について利用者又

はその家族に対して説明し、利用者の同意を文書により得なければならない。 

⑤計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画を作成した際には、当該認知症対応型共同生活

介護計画を利用者に交付しなければならない。 

⑥計画作成担当者は、認知症対応型共同生活介護計画の作成後においても、他の介護従業者及び利用

者が認知症対応型共同生活介護計画に基づき利用する他の指定居宅サービス等を行う者との連絡を

継続的に行うことにより、認知症対応型共同生活介護計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて
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認知症対応型共同生活介護計画の変更を行う。 

⑦認知症対応型共同生活介護計画の変更は、②から⑤までを準用すること。 

 

(３)介護予防認知症対応型共同生活介護計画の具体的取扱方針(予防施行規則第８３条) 

①介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師からの情報伝達を

通じる等の適切な方法により、利用者の心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常生活全般

の状況の的確な把握を行う。 

②計画作成担当者は、前号に規定する利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、他の介護従業

者と協議の上、介護予防認知症対応型共同生活介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサー

ビスの内容、サービスの提供を行う期間等を記載した介護予防認知症対応型共同生活介護計画を作成

する。 

③計画作成担当者は、介護予防認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、通所介護等の活

用、地域における活動への参加の機会の提供等により、利用者の多様な活動の確保に努めなければな

らない。 

④計画作成担当者は、介護予防認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、その内容について

利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

⑤計画作成担当者は、介護予防認知症対応型共同生活介護計画を作成した際には、当該介護予防認知症

対応型共同生活介護計画を利用者に交付しなければならない。 

⑥介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、利用者一人一人の人格を尊重し、利用者が

それぞれの役割を持って家庭的な環境の下で日常生活を送ることができるよう配慮して行わなければ

ならない。 

⑦介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、介護予防認知症対応型共同生活介護計画に

基づき、利用者が日常生活を営むのに必要な支援を行わなければならない。 

⑧介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又は

その家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行わなければならな

い。 

⑨計画作成担当者は、他の介護従業者及び利用者が介護予防認知症対応型共同生活介護計画に基づき利

用する他の介護予防サービス等を行う者との連絡を継続的に行うことにより、介護予防認知症対応型

共同生活介護計画に基づくサービスの提供の開始時から、当該介護予防認知症対応型共同生活介護計

画に記載したサービスの提供を行う期間が終了するまでに、少なくとも１回は、当該介護予防認知症

対応型共同生活介護計画の実施状況の把握(以下「モニタリング」という。)を行うとともに、利用者

の様態の変化等の把握を行う。 

⑩計画作成担当者は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて介護予防認知症対応型共同生活介護

計画の変更を行う。 

⑪介護予防認知症対応型共同生活介護計画の変更は、①から⑨までを準用する。 

 

(４)利用者に関する市への通知  

(施行規則第１１９条(第２５条準用)、予防施行規則第８１条(第２２条準用)) 

利用者が、以下のいずれかに該当する場合は、遅滞なく意見を付してその旨を市に通知しなければな

らない。 

①正当な理由なしに認知症対応型共同生活介護サービスの利用に関する指示に従わないことにより、
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要介護状態の程度を増進させたと認められるとき 

②偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき 

 

(５)調査への協力等 (施行規則第１１９条(第９６条準用)、予防施行規則第８１条(第５７条準用)) 

事業者は、提供したサービスに関し、利用者の心身の状況を踏まえ、サービスが行われているかどうか 

を確認するために市が行う調査に協力するとともに、市から指導又は助言を受けた場合においては、当

該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

 

(６)緊急時等の対応 (施行規則第１１９条(第９２条準用)、予防施行規則第８１条(第５３条準用)) 

①従業者は、サービス提供時に利用者に病状の急変が生じた等の場合には、速やかに主治医への連絡

を行う等の必要な措置を講じなくてはならない。 

②従業者が看護職員である場合は、必要に応じて臨時応急の手当てを行わなければならない。 

・緊急時の主治医等の連絡先を従業者が把握していることが必要です。 

・事業所への連絡方法についてルールを決めて、従業者に周知してください。 

(関連)２７ページ「（１２）事故発生時の対応」参照  
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４ 事業所運営 

 

(１)管理者の責務(施行規則第１１９条(第５４条の１０準用)、予防施行規則第８１条(第２４条準用)) 

管理者は、従業者の管理及び利用の申込みに係る調整、実施状況の把握、その他の管理を一元的に行わ

なければならず、また、従業者に対して運営に関する基準を遵守させるため、必要な指揮命令を行うこ

と。 

・タイムカード等によって出勤状況を確認してください。 

・毎日基準以上の人員配置になるよう､適正に勤務ローテーションを組んでください。 

・計画作成担当者等、資格が必要な職種については資格を確認し、資格証等の写しを事業所で保管して 

ください。 

・従業者との雇用関係が確認できる雇用契約書等を事業所に保管してください。 

 

(２)運営規程(施行規則第１１３条、予防施行規則第７５条) 

共同生活住居ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければ

ならない。 

①事業の目的及び運営の方針 

②従業者の職種、員数及び職務内容 

③利用定員 

④認知症対応型共同生活介護の内容及び利用料その他の費用の額 

⑤入居に当たっての留意事項 

⑥非常災害対策 

⑦虐待防止のための措置に関する事項 

⑧事故発生時の対応、従業者の秘密保持義務、苦情及び相談の受付体制その他の運営に関する重要

事項 

・運営内容を変更した際は、運営規程を修正しておく必要があります。(修正した年月日、内容を最後尾

の附則に記載することで、事後に確認しやすくなります。) 

・変更後は、変更届を提出してください。 

・従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担軽減等の観点から、置くべきとされてい

る員数を満たす範囲において、「○人以上」と記載することも差し支えありません。 

・運営規程における「従業者の職種、員数及び職務の内容」について、その変更の届出は年１回程度で足

りることとします。 

 

(３)勤務体制の確保等(施行規則第１１４条、予防施行規則第７６条) 

①利用者に対し、適切な認知症対応型共同生活介護を提供できるよう、従業者の勤務の体制を定めて

おかなければならない。 

②前項の介護従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、利用者が安心して日常生活を送ることがで 

きるよう、継続性を重視したサービスの提供に配慮しなければならない。 

③介護従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。この場合におい

て、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者は、全ての介護従業者（看護師、准看護師、介護福

祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これ

に類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講
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じなければならない。 

④指定認知症対応型共同生活介護事業者は、適切な指定認知症対応型共同生活介護の提供を確保する

観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必

要かつ相当な範囲を超えたものにより介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針

の明確化その他の必要な措置を講じなければならない。 

・勤務体制が勤務表(原則として月ごと)により明確にされていなければなりません。 

・事業所ごとに、雇用契約の締結等により事業所の指揮命令下にある従業者によりサービス提供を行って

ください。 

 

〇認知症介護基礎研修の受講義務 

・事業者は従業者の質の向上を図るため、研修機関が実施する研修や当該事業所内の研修への参加の機会

を計画的に確保しなければなりません。 

・事業者は、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護基

礎研修を受講させるために必要な措置を講じることを義務づけられており、これは、介護に関わる全て

の者の認知症対応力を向上させ、認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊

厳の保障を実現していく観点から実施されるものです。 

・各資格のカリキュラム等において、認知症介護に関する基礎的な知識及び技術を習得している者、具体

的には、看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護職員初任者研修修

了者、生活援助従事者研修修了者に加え、介護職員基礎研修課程又は訪問介護員養成研修課程一級課

程・二級課程修了者、社会福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、

精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師については、当該義務

付けの対象外です。 

・当該義務付けの適用に当たっては、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの間は、

努力義務とされています。また、新卒採用、中途採用を問わず、事業所が新たに採用した従業者（医

療・福祉関係資格を有さない者に限る。）に対する当該義務付けの適用については、採用後１年間の猶

予期間を設けることとし、採用後１年を経過するまでに認知症介護基礎研修を受講させることとします

（この場合についても、令和６年３月 31 日までは努力義務となります）。 

 

〇介護現場におけるハラスメント対策 

・令和３年４月の改正にて、事業者は、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした

言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護従業者の就業環境が害されることを防

止するための方針の明確化その他の必要な措置を講じなければならないこととされています。 

イ 事業主が講ずべき措置の具体的内容 

事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して

雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成 18 年厚生労働省告示第 615 号）及び事業主が職

場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等につい

ての指針（令和２年厚生労働省告示第５号。以下「パワーハラスメント指針」という。）において規

定されているとおりですが、特に留意されたい内容は以下のとおりです。 

ａ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発職場におけるハラスメントの内容及び職場における

ハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。 

ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備相談に対応す

る担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあらかじめ定め、労働者
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に周知すること。 

なお、パワーハラスメント防止のための事業主の方針の明確化等の措置義務については、女性の職業

生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第 24 号）附則第３条

の規定により読み替えられた労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実

等に関する法律第 30 条の２第１項の規定により、中小企業（資本金が３億円以下又は常時使用する

従業員の数が 300 人以下の企業）は、令和４年４月１日から義務化となり、それまでの間は努力義

務とされているが、適切な勤務体制の確保等の観点から、必要な措置を講じるよう努めてください。 

ロ 事業主が講じることが望ましい取組について 

パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行（カスタマーハラスメント）の防止

のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望ましい取組の例として、①相談に応じ、適

切に対応するために必要な体制の整備、②被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相

談対応、行為者に対して１人で対応させない等）及び③被害防止のための取組（マニュアル作成や研

修の実施等、業種・業態等の状況に応じた取組）が規定されています。介護現場では特に、利用者又

はその家族等からのカスタマーハラスメントの防止が求められていることから、イ（事業主が講ずべ

き措置の具体的内容）の必要な措置を講じるにあたっては、「介護現場におけるハラスメント対策マ

ニュアル」、「（管理者・職員向け）研修のための手引き」等を参考にした取組を行うことが望まし

いです。この際、上記マニュアルや手引きについては、以下の厚生労働省ホームページに掲載してい

るので参考にしてください。（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html） 

加えて、都道府県において、地域医療介護総合確保基金を活用した介護職員に対する悩み相談窓口設

置事業や介護事業所におけるハラスメント対策推進事業を実施している場合、事業主が行う各種研修

の費用等について助成等を行っていることから、事業主はこれらの活用も含め、介護事業所における

ハラスメント対策を推進することが望ましいです。 

（参考） 

介護現場におけるハラスメント対策 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html（厚生労働省ホームページ） 

 

（４）業務継続計画の策定等(施行規則第１１９条(第２９条の２準用)、予防施行規則第８１条(第26 条

の２準用))【令和３年４月１日新設】 

①指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定

認知症対応型共同生活介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を

図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を

講じなければならない。 

②指定認知症対応型共同生活介護事業者は、認知症対応型共同生活介護従業者に対し、業務継続計画に

ついて周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

③指定認知症対応型共同生活介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務

継続計画の変更を行うものとする。 

 

〇業務継続計画（BCP）の策定 

① 事業者は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継続してサービスの提供を受けられる

よう、提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計

画を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュレ

ーション）を実施しなければならないこととしたものです。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html
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練の実施については、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えありません。また、

感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求められることから、研修及び訓

練の実施にあたっては、全ての従業者が参加できるようにすることが望ましいです。なお、当該義務

付けの適用に当たっては、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの間は、努力義

務とされています。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載してください。なお、各項目の記載内容については、「介護

施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」、「介護施設・事

業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は

地域によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設定してください。なお、感

染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定することを妨げるものではありません。 

イ 感染症に係る業務継続計画 

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等） 

ロ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対策、

必要品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

③ 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有するとともに、平常

時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものとします。職員教育を組織的に浸

透させていくために、定期的（年１回以上）な教育を開催するとともに、新規採用時には別に研修を

実施することが望ましいです。また、研修の実施内容についても記録してください。なお、感染症の

業務継続計画に係る研修については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施す

ることも差し支えありません。 

④  訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できるよ

う、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に実践するケ

アの演習等を定期的（年１回以上）に実施するものとします。なお、感染症の業務継続計画に係る訓

練については、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練と一体的に実施することも差し支えあり

ません。訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを

適切に組み合わせながら実施することが適切です。 

  

（５）衛生管理等(施行規則第１１９条(第５４条の１５準用)、予防施行規則第８１条(第２９条準用)) 

①従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなければならない。 

②事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めなければならない。 

③（※）事業者は、当該指定認知症対応型共同生活介護において感染症が発生し、又はまん延しない

ように、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(１)当該指定認知症対応型共同生活介護における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検

討する委員会（その会議をテレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」と

いう。）を活用して行うものを含む。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果

について、指定認知症対応型共同生活介護従業者に周知徹底を図ること。 

(２)当該指定認知症対応型共同生活介護における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整
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備すること。 

(３)当該指定認知症対応型共同生活介護において、認知症対応型共同生活介護従業者に対し、感染

症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

※当該義務付けの適用に当たっては、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日まで

の間は、努力義務とされています。 

・従業員に対し健康診断等を実施し、健康状態について把握してください。 

・食事の提供を行う場合には、食中毒対策が必要です。 

・入浴介助を提供する場合には、レジオネラ症等の感染症対策が必要です。 

・採用時には必ず感染症対策に係る研修等を実施することが重要です。 

また、研修を実施した際は、その実施内容について記録を作成してください。 

 

感染症対策の実施 

・感染症が発生し、又はまん延しないように講ずべき措置については、具体的には次のイからハまでの取

扱いとします。各事項について、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えありませ

ん。なお、当該義務付けの適用に当たっては、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日ま

での間は、努力義務とされています。 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（以下「感染対策

委員会」という。）であり、感染対策の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望

ましく、特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め積極的に参画を得ることが望

ましいです。構成メンバーの責任及び役割分担を明確にするとともに、専任の感染対策を担当する者

（以下「感染対策担当者」という。）を決めておくことが必要です。感染対策委員会は、利用者の状

況など事業所の状況に応じ、おおむね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行す

る時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要があります。感染対策委員会は、テレビ電話装置等

（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用して

行うことができるものとします。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者

における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理

に関するガイドライン」等を遵守してください。なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置してい

る場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えありません。また、事業所に実施が求め

られるものですが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えありません。 

ロ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針 

当該事業所における「感染症の予防及びまん延の防止のための指針」には、平常時の対策及び発生時

の対応を規定します。平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアにかかる

感染対策（手洗い、標準的な予防策）等、発生時の対応としては、発生状況の把握、感染拡大の防

止、医療機関や保健所、市町村における事業所関係課等の関係機関との連携、行政等への報告等が想

定されます。また、発生時における事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明

記しておくことも必要です。なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「介護現場における

感染対策の手引き」を参照してください。 

ハ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

従業者に対する「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」の内容は、感染対策の基礎的内容等

の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生

的なケアの励行を行うものとします。職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定
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期的な教育（年１回以上）を開催するとともに、新規採用時には感染対策研修を実施することが望ま

しいです。また、研修の実施内容についても記録することが必要です。なお、研修の実施は、厚生労

働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向上のための研修教材」等を活用するなど、事業所

内で行うものでも差し支えなく、当該事業所の実態に応じ行ってください。また、平時から、実際に

感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応について、訓練（シミュレーション）を定期的（年１

回以上）に行うことが必要です。訓練においては、感染症発生時において迅速に行動できるよう、発

生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、事業所内の役割分担の確認や、感染対策をした上で

のケアの演習などを実施するものとします。訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないもの

の、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切です。 

 

(６)掲示(施行規則第１１９条(第３１条準用)、予防施行規則第８１条(第３０条準用)) 

①事業所の利用者が見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、利用申込者のその他の

サービスの選択に資すると認められる重要事項(苦情処理の概要等)を掲示しなければならない。 

②事業者は、①に規定する事項を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

・事業者は、運営規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービス

の第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開

示状況）等の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を次の点に留意した上で、事業

所の見やすい場所に掲示する必要があります。 

ア 事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サービスの利用申込者、利用者又はその家族

に対して見やすい場所のことです。 

イ 従業者の勤務体制については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等の人数を掲載する趣旨であり、従業者

の氏名まで掲示することを求めるものではありません。 

・掲示すべき内容は重要事項説明書に網羅されていますので、重要事項説明書を掲示用に加工して掲示して

いる事業所が多いです。  

・掲示方法は、書類を壁に貼り付ける方法のほか、ファイルに入れ閲覧できるようにしてもかまいません。 

（関連）１０ページ「（１）内容及び手続の説明及び同意」参照 

 

（７）秘密保持等(施行規則第１１９条(第３２条準用)、予防施行規則第８１条(第３１条準用)) 

①従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

②過去に従業者であったものが､正当な理由なく､その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏ら

すことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

③サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族

の個人情報を用いる場合は、当該家族の同意を、あらかじめ文書により得なければならない。 

・「必要な措置」とは、従業者でなくなった後においても、これらの秘密を保持すべき旨を従業者の雇用

時等に取り決め、例えば違約金についての定めを置くなどの措置を講ずることです。 

・サービス提供開始時に、個人情報を用いる場合の同意を利用者及び家族から得ることについて、サービ

ス担当者会議等において、課題分析情報等を通じて利用者の有する問題点や解決すべき課題等の個人情

報を、介護支援専門員や他のサービスの担当者と共有するためには、事業者は、あらかじめ、文書によ

り利用者又はその家族から同意を得る必要があります。この同意は、サービス提供開始時に利用者及び

その家族から包括的な同意を得ておくことで足ります。 

・個人情報保護法の遵守について、介護保険事業者の個人情報保護法に関するガイドラインが厚生労働省

から出ています。７７ページ「個人情報保護について」を参照してください。 
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 (８)広告(施行規則第１１９条(第３３条準用)、予防施行規則第８１条(第３２条準用)) 

認知症対応型共同生活介護について広告する場合は、その内容が虚偽又は誇大なものとしてはならな

い。 

 

(９)居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターに対する利益供与等の禁止 

(施行規則第１１７条、予防施行規則第７９条) 

①居宅介護支援事業者及び地域包括支援センター又はその従業者に対し、被保険者に対して当該共同生 

活住居を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはならない。 

②居宅介護支援事業者又はその従業者から、当該共同生活住居からの退居者を紹介することの対償と

して、金品その他の財産上の利益を収受してはならない。 

・このような行為は、指定の取消等を直ちに検討すべきとされる重大な基準違反です。 

 

(１０)苦情処理(施行規則第１１９条(第３５条準用)、予防施行規則第８１条(第３４条準用)) 

提供した認知症対応型共同生活介護に関する利用者及びその家族からの苦情に、迅速かつ適切に対応す

るために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。 

①事業所が苦情を受けた場合 

      利用者及びその家族からの苦情を受け付けた場合は、苦情に対し事業所が組織として迅速かつ適

切に対応するため、当該苦情の受付日、内容等を記録しなければならない。 

②市に苦情があった場合 

    市から文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は市の職員からの質問若しくは照会に応

じ、利用者からの苦情に対して市が行う調査に協力しなければならない。また、市から指導又は

助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従い、必要な改善を行わなければならない。 

さらに、市からの求めがあった場合は、指導又は助言に従って行った改善の内容を市に報告しな

ければならない。 

③国保連に苦情があった場合 

 利用者からの苦情に関して、国保連が行う調査に協力するとともに、指導又は助言を受けた場合

は、当該指導又は助言に従い必要な改善を行わなければならない。また、国保連から求めがあった

場合は、指導又は助言に従って行った改善の内容を国保連に報告しなければならない。 

①利用者からの苦情に対応するための措置 

・「必要な措置」とは、苦情を受け付けるための窓口を設置することのほか、相談窓口、苦情処理の体制

及び手順等、当該事業所における苦情を処理するために講ずる措置の概要について明らかにし、これを

利用者又はその家族にサービスの内容を説明する文書(重要事項説明書等)に記載する等の方法により周

知することです。 

（関連）１０ページ「（１）内容及び手続の説明及び同意」・２５ページ「（６）掲示」参照 

②苦情に対するその後の措置 

・事業所は、苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏ま

え、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行わなければなりません。 

・また、苦情を申し出た利用者等に対して、それを理由に不当な対応を行ってはいけません。 

 

(１１)地域との連携等(施行規則第１１９条(第５４条の１６準用)、予防施行規則第８１条(第５８条準用)) 

①事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、市職員又は
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事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センター職員、認知症対応型共同生活介護について

知見を有する者等により構成される協議会 (以下「運営推進会議」という。)を設置し、おおむね２

月に１回以上、運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受けるととも

に、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

 ※運営推進会議は、テレビ電話装置等を活用して行うものを含むものとする。ただし、利用者等が

参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければなら

ない。 

②事業者は、①の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成するとともに、当該記録を公表し

なければならない。 

③事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行

う等の地域との交流を図らなければならない。 

④事業者は、その事業の運営に当たっては、提供したサービスに関する利用者からの苦情に関して、

市等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事業に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

⑤運営推進会議の効率化や、事業所間のネットワーク形成の促進等の観点から、次に掲げる条件を

満たす場合は、複数の事業所の運営推進会議を合同で開催して差し支えない。ただし、合同で開

催する回数が、１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の半数を超えてはいけない。 

(ア)利用者及び利用者家族については匿名とするなど、個人情報・プライバシーを保護すること。

(イ)同一の日常生活圏域内に所在する事業所を指す。ただし、事業所間のネットワーク形成の促進   

が図られる範囲で、地域の実情に合わせて、市町村区域の単位等内に所在する事業所であっても

差し支えない。 

 

(１２)事故発生時の対応(施行規則第１１９条(第３７条準用)、予防施行規則第８１条(第３５条準用)) 

実際に事故が起きた場合は、①市、家族、居宅介護支援事業者へ連絡②事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録③認知症対応型共同生活介護の提供により賠償すべき事故が発生した

場合は、速やかな損害賠償を行うこと。 

・事故が起きた場合の連絡先・連絡方法について、あらかじめ事業所で定め、従業員に周知すること。 

・事業所が所在する保険者について、どのような事故が起きた場合に報告するかを確認すること。 

・事業所の損害賠償方法(保険に加入している場合は、その内容)について把握すること。 

・事故が発生した場合又はそれに至る危険性のある事態が生じた場合に、当該事実が報告され、その分析 

を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備すること。 

①報告様式を整備する。 

②介護職員その他の従業者は、介護事故等の発生、又は発見ごとにその状況、背景等を記録するととも

に、①報告様式に従い介護事故等について報告する。 

③事業所において、報告された事例を集計し、介護事故等の発生時の状況（原因・結果）等を分析し、防

止策を講じ、その効果について評価する。 

④報告された事例及び分析結果を職員に周知徹底する。 

・事故に至らなかったが事故が発生しそうになった場合(ヒヤリ・ハット事例)または現状を放置しておくと事

故に結びつく可能性が高いものについて、事前に情報収集し、防止対策を未然に講じる必要がある。 

 

（１３）虐待の防止(施行規則第１１９条(第37 条の２準用)、予防施行規則第８１条(第３５条の２準

用)) 【令和３年４月１日新設】 

事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 
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(１)事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（その会議をテレビ電話装置等を活

用して行うものを含む。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹

底を図ること。 

(２)事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

(３)事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

(４)前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

※当該義務付けの適用に当たっては、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの

間は、努力義務とされています。 

措置にかかる具体的な対応 

①虐待の防止のための対策を検討する委員会（第１号） 

「虐待の防止のための対策を検討する委員会」（以下「虐待防止検討委員会」という。）は、虐待等

の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に防止するための対策を検

討する委員会であり、管理者を含む幅広い職種で構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確

にするとともに、定期的に開催することが必要である。また、事業所外の虐待防止の専門家を委員と

して積極的に活用することが望ましい。一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情

が、複雑かつ機微なものであることが想定されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき

情報であるとは限られず、個別の状況に応じて慎重に対応することが重要である。なお、虐待防止検

討委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えな

い。また、事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携により行うことも

差し支えない。また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な

取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等

を遵守すること。虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討することとす

る。その際、そこで得た結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の再発防止策等）は、従業

者に周知徹底を図る必要がある。 

イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること 

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること 

ホ 従業者が虐待等を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行われるための方法に関する

こと 

ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策に関すること 

ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること 

②虐待の防止のための指針(第２号) 

事業者が整備する「虐待の防止のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 

ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項 

ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

③虐待の防止のための従業者に対する研修（第３号） 
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従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切

な知識を普及・啓発するものであるとともに、当該事業所における指針に基づき、虐待の防止の徹底

を行うものとする。職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該事業者が指針に基づいた研修

プログラムを作成し、定期的な研修（年１回以上）を実施するとともに、新規採用時には必ず虐待の

防止のための研修を実施することが重要である。また、研修の実施内容についても記録することが必

要である。研修の実施は、事業所内での研修で差し支えない。 

④虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

事業所における虐待を防止するための体制として、①から③までに掲げる措置を適切に実施するた

め、専任の担当者を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と

同一の従業者が務めることが望ましい。 

 

〇虐待の未然防止 

事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要が

あり、一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに関する理解を促す

必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適

切な対応等を正しく理解していることも重要である。 

〇虐待等の早期発見 

事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にある

ことから、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町村の通報窓

口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利用者及びその家族からの虐待等に係る相談、

利用者から市町村への虐待の届出について、適切な対応をすること。 

〇虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、事業者は当該通報の手続

が迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めることとする。

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に防

止するために次に掲げる事項を実施するものとする。なお、当該義務付けの適用に当たっては、３年

間の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされている。 

 

(１４)非常災害対策(施行規則第１１９条(第５４条の１４準用)、予防施行規則第８１条(第２８条準

用)) 

①非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それ

らを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければな

らない。 

②訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

③地域において避難、防災等の訓練が実施されるときは、その参加に努めなければならない。 

④非常災害時においては利用者等の状況を把握し、地域との連携のもと、その安全確保に努めなけれ

ばならない。 

・「非常災害に関する具体的計画」とは、消防法施行規則第３条に規定する消防計画（これに準ずる計画

を含む。）及び風水害、地震等の災害に対処するための計画です。この場合、消防計画の策定及びこれ

に基づく消防業務の実施は、消防法第８条の規定により防火管理者を置くこととされている指定認知症

対応型共同生活介護事業所にあってはその者に行わせるものとされています。また、防火管理者を置か

なくてもよいこととされている指定認知症対応型共同生活介護事業所においても、防火管理について責

任者を定め、その者に消防計画に準ずる計画の策定等の業務を行わせるものとされています。 
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・グループホームは、消防法により、年２回以上の訓練実施が義務付けられています。「地域住民との連

携」または「夜間想定」が困難であっても、所定回数以上の訓練を実施してください。 

・職員の少ない夜間に火災が発生した場合、最も困難な活動になるのが、入所者の「避難誘導」です。短

時間に避難誘導を行うには、マンパワーが必要になります。地域の方々の協力が得られれば、安全面の

向上とともに、職員の不安も軽減されます。地域の方々との夜間想定訓練を実施しましょう。 

 

(１５)第三者評価(施行規則第１１９条(第５４条の１６準用)、予防施行規則第８１条(第５８条準用)) 

事業者は、自らその提供する認知症対応型共同生活介護の質の評価を行うとともに、定期的に外部

の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。 

・事業者は、各都道府県の定める基準に基づき、まず自ら評価を行った上で各都道府県が選定した評価機

関の実施するサービス評価を受け、その評価結果を踏まえた総括的な評価を行い、常に提供するサービ

スの質の改善を図らなければなりません。 

・評価結果を入居者及びその家族へ提供するほか、事業所の見やすい場所に掲示、市窓口・地域包括支援

センターに置いておく方法及びインターネットを活用する方法により、開示しなければなりません。 

〇外部評価の実施回数の緩和制度について 

次の要件を全て満たす場合、外部評価の実施回数を２年に１回とすることができます。制度の適用を受け

る場合は、事前に市への手続きが必要です。 

＜要件＞ 

① 実施回数の緩和の適用を受ける年度の前５年度間において継続して外部評価を実施していること。 

なお、実施回数の緩和の適用を受けたことにより外部評価を実施しなかった年度は、前５年度間に 

おいて継続して実施することとした要件の適用にあたっては実施したものとみなす。 

② 実施回数の緩和の適用を受ける年度の前年度において実施した外部評価について、｢神奈川県小規模 

多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定要綱｣(以下、｢県外部評価機関 

選定要綱｣という。)に規定された｢自己評価及び外部評価結果｣及び｢目標達成計画｣を提出している 

こと。 

③ 実施回数の緩和の適用を受ける年度の前年度に、運営推進会議を６回以上開催していること。 

④ 前号の運営推進会議において、構成員に市又は地域包括支援センターの職員(以下｢市職員等｣とい 

う。)が含まれており、かつ実施回数の緩和の適用を受ける年度の前年度において開催された運営推 

進会議に市職員等が１回以上出席していること。 

⑤ ｢県外部評価機関選定要綱｣に規定された｢自己評価及び外部評価結果｣のうち、外部評価項目の２、 

３、４及び７の実施状況が適切であること。 

 

国Ｑ＆Ａ（令和３年3 月２9 日 介護保険最新情報 Vol.953 令和3 年度介護報酬改定に関するQ＆A (vol.4)） 

（問２７） 

Q 「「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」第９７条第８項等に規定す

る自己評価・外部評価の実施について」において、事業所の外部評価の実施回数について、本来１年に

１回以上のところ、２年に１回とすることができる場合の要件の一つとして「過去に外部評価を５年間

継続して実施している」ことが挙げられるが、運営推進会議における評価を行った場合、外部評価を実

施したとみなして継続年数に参入することができるか。 

A できない。継続年数に参入することができるのは、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営に関する基準第９７条第８項第１号に規定する外部の者による評価を行った場合に限られる。 
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(１６)協力医療機関等(施行規則第１１６条、予防施行規則第７８条) 

①利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めなければならない。 

②あらかじめ、協力歯科医療機関を定めなければならない。 

③サービス提供体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護老人保

健施設、病院等との間の連携及び支援体制を整えなければならない。 

 

(１７)定員の遵守(施行規則第１１５条、予防施行規則第７７条) 

入居定員及び居室の定員を超えて入居させてはならない。ただし、災害その他のやむを得ない事情

がある場合は、この限りではない。 

 

(１８)会計の区分(施行規則第１１９条(第３８条準用)、予防施行規則第８１条(第３６条準用)) 

①事業所ごとに経理を区分するとともに、認知症対応型共同生活介護サービス事業の会計とその他

の事業の会計を区分しなければならない。 

②具体的な会計処理等の方法は、「介護保険の給付対象事業における会計の区分について(平成１３

年３月２８日老振発第１８号)」を参照すること。 

 

(１９)記録の整備(施行規則第１１８条、予防施行規則第８０条) 

事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

①認知症対応型共同生活介護計画 

②提供した具体的なサービスの内容等の記録 

③身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

④市への通知に係る記録 

⑤苦情内容等の記録 

⑥事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

⑦報告、評価、要望、助言等の記録 

 

（２０）電磁的記録等  (施行規則第１８９条、予防施行規則第８６条) 【令和３年４月１日新設】 

①指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当たる者は、作成、保存そ

の他これらに類するもののうち、この規則の規定において書面で行うことが規定され、又は想定

されるものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行うことができる。 

②指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当たる者は、交付、説明、

同意、承諾、締結その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、この規則の規

定において書面で行うことが規定され、又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の

承諾を得て、書面による方法に代えて、電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識す

ることができない方法によることができる。 

※「書面」：書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によっ

て認識することができる情報が記載された紙その他の有体物 

※「電磁的記録」：電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式

で作られる記録であって電子計算機による情報処理の用に供されるもの 

※「電磁的方法」：電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によっては認識することができない方法 



 32 

  

※電磁的記録または電磁的方法により行う場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係

事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安

全管理に関するガイドライン」等を遵守してください。 

  

〇電磁的方法について 

・事業者等は、書面で行うことが規定されている又は想定される交付等（交付、説明、同意、承諾、

締結その他これに類するものをいう。）について、事前に利用者等の承諾を得た上で、次に掲げる

電磁的方法によることができることとします。 

イ 電磁的方法による交付は、規則第189 条の規定に準じた方法によります。 

ロ 電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより利用者等が同意の意思表示をした場合等が

考えられます。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月１９日内閣府・法務省・経済産

省）」を参考にしてください。 

ハ 電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確にする観点から、書面に

おける署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用することが望ましいこととされています。

なお、「押印についてのＱ＆Ａ」を参考にしてください。 

二 その他、電磁的方法によることができるとされているものは、イからハまでに準じた方法によ

ります。ただし、基準若しくは予防基準又はこの通知の規定により電磁的方法の定めがあるもの

については、当該定めに従うこととします。 

〇電磁的記録について 

・事業者及びサービスの提供に当たる者等は、被保険者証に関するものを除く書面の作成、保存等

を次に掲げる電磁的記録により行うことができることとします。 

イ 電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する

方法または磁気ディスク等をもって調製する方法によること。 

ロ 電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法によること。 

① 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気デ

ィスク等をもって調製するファイルにより保存する方法 

② 書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってできた電磁的記録を事業者等の使

用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルによ

り保存する方法 

・その他、電磁的記録により行うことができるとされているものは、イ及びロに準じた方法による

こととします。 
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Ⅴ．虐待防止と身体的拘束の廃止 
 

(１)高齢者虐待防止法 

介護保険制度の普及や活用が進む一方で、高齢者に対する身体的・心理的虐待、介護や世話の放棄・放

任等が家庭や介護施設で表面化しています。このような背景もあり、「高齢者虐待の防止、高齢者の養

護者に対する支援等に関する法律」(以下、「高齢者虐待防止法」)が成立し、平成１８年４月１日から

施行されました。 

 

(２)高齢者虐待防止法による「高齢者虐待」の定義 

高齢者虐待防止法は、「高齢者虐待」を、次のように定義しています。 

①身体的虐待…高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること 

②介護・世話の放任・放棄…高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その他の高齢者

を養護すべき職務上の義務を著しく怠ること 

③心理的虐待…高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外 

傷を与える言動を行うこと 

④性的虐待…高齢者にわいせつな行為をすること又はさせること 

⑤経済的虐待…高齢者の財産を不当に処分するなど高齢者から不当に財産上の利益を得ること 

 

(３)保健・医療・福祉関係者の責務 

①高齢者の福祉に業務上又は職務上関係のある者は、高齢者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚

して、高齢者虐待の早期発見に努めなければならない。また、国及び地方公共団体が講ずる高齢者虐

待の防止のための啓発活動及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護のための施策に協力するよう努める

必要があります。(高齢者虐待防止法第５条)  

②認知症対応型共同生活介護は、身体的拘束に関し、施行規則第１０８条第５項において、「認知症対

応型共同生活介護事業者は、認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならな

い。」と規定し、さらに同条第６項において、「認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の身体的

拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならない。」 と規定しています。 

 

(４)身体的拘束とみなされる行為 

身体的拘束とみなされる行為は、次のとおり。 

①徘徊しないように、車いす、いす又はベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。 

②転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛ばる。 

③自分で降りられないように、ベッドを柵(サイドレール)で囲む。 

④点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛ばる。 

⑤点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、又は皮膚をかきむしらないように、手指の機能を

制限するミトン型の手袋等をつける。 

⑥車いすやいすからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字拘束帯、腰ベルト又は車いす

テーブルをつける。 

⑦立ち上がり能力のある人の立ち上がりを妨げるようないすを使用する。 
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⑧脱衣やおむつはずしを制限する為に、介護衣(つなぎ服)を着せる。 

⑨行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。 

⑩自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。 

 

(５)３原則の遵守 

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合で、次の３原則の全てを

満たさなければ、身体的拘束を行うことは許されない(原則禁止)。 

①切迫性(緊急的に拘束が必要である) 

     利用者本人または他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が著しく高いこと 

②非代替性(他に方法がみつからない) 

     身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと 

③一時性(拘束する時間を限定的に定める) 

     身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること 

 

(６)虐待防止・身体拘束廃止への取組み 

各事業所においては、認知症高齢者の状態を的確に把握し、高齢者の尊厳を支える専門性の高いケアを

行うことが必要。虐待防止や身体的拘束廃止に向けた委員会等の設置や家族への説明方法の整備、対応

方針や手続きの策定といった取組みを行うとともに、外部の研修会の受講や内部での勉強会を実施する

ことで、虐待防止への認識を高める取組みも必要。 

管理者等と現場との間に意識の乖離がないよう、管理者等が中心となって、関係者全員で共通の認識を 

持ち、事業所が一体となって虐待防止・身体的拘束の廃止へ取り組んでください。 
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Ⅵ．介護報酬請求上の注意点について 
 

１ 認知症対応型共同生活介護費 

(１)認知症対応型共同生活介護費 

介護報酬は、厚生労働大臣が定める基準により算出する。算出の方法は次のとおり。 

①事業者は、地域密着型サービス介護給付費単位数表に基づき、単位数を算出します。基本の単位数

に対して、加算・減算が必要な場合には、加算・減算の計算を行うごとに、小数点以下の四捨五入

を行います。なお、サービスコード表に掲載されている単位数は、すでに端数処理を行った単位数

のため、端数処理を行う必要はありません。 

②上記①により算出した単位数に、地域ごとの１単位(小田原市では、１０．４５円)を乗じて単価を

算定(金額に換算)します。また、その際１円未満の端数は切り捨てます。 

③上記②に算出した額に、９０％、８０％又は７０％を乗じた額が保険請求額となり、総額から保険

請求額を引いた額が利用者負担となります。 

地域区分（地域ごとの１単位の単価）：「５級地」…１０．４５円 

 

(２)短期利用認知症対応型共同生活介護費 

   ①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤

務条件に関する基準を満たすものとして市長に届け出た認知症対応型共同生活介護事業所において、

認知症対応型共同生活介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態

区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定します。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する

基準を満たさない場合は、所定単位数の１００分の９７に相当する単位数を算定します。なお、利用

者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定

めるところにより算定します。 

   ②別に厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９６号) 

    (ア)短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅰ)を算定すべき認知症対応型共同生活介護の施設基準 

(Ａ)当該認知症対応型共同生活介護事業所を構成する共同生活住居の数が１です。 

(Ｂ)当該認知症対応型共同生活介護の事業を行う者が、居宅サービス、地域密着型サービス、居宅

介護支援、介護予防サービス、地域密着型介護予防サービス若しくは介護予防支援の事業又は

介護保険施設若しくは介護療養型医療施設の運営について３年以上の経験を有します。 

(Ｃ)次のいずれにも適合します。ただし、利用者の状況や利用者の家族等の事情により、居宅介護

支援事業所の介護支援専門員が、緊急に短期利用認知症対応型共同生活介護費を算定すべき認

知症対応型共同生活介護を受けることが必要と認めた者に対し、居宅サービス計画において位

置付けられていない短期利用認知症対応型共同生活介護を提供する場合であって、当該利用者

及び他の利用者の処遇に支障がない場合にあっては、(Ａ)及び(Ｂ)の規定にかかわらず、当該

認知症対応型共同生活介護事業所を構成する共同生活住居ごとに定員を超えて、短期利用認知

症対応型共同生活介護を行うことができます。 

(ａ)当該認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居の定員の範囲内で、空いている居室

等を利用するものです。 

(ｂ)１の共同生活住居において、短期利用認知症対応型共同生活介護を受ける利用者の数は１

名とします。 



 36 

(Ｄ)利用の開始に当たって、あらかじめ３０日以内の利用期間を定めます。 

(Ｅ)短期利用認知症対応型共同生活介護を行うに当たって、十分な知識を有する従業者が確保され

ています。 

(Ｆ)指定地域密着型サービス基準第９０条に定める従業者の員数を置いています。 

(イ)短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ)を算定すべき認知症対応型共同生活介護の施設基準 

(Ａ)当該認知症対応型共同生活介護事業所を構成する共同生活住居の数が２以上です。 

（Ｂ）(ア)(Ｂ)から(Ｆ)までに該当するものです。 

③厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準(平成１２年２月１０日 厚労告第９

６号) 

認知症対応型共同生活介護事業所ごとに夜勤を行う介護従業者の数が、当該事業所を構成する共同生

活住居ごとに１以上です。 

④地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

  短期利用認知症対応型共同生活介護については、厚生労働大臣が定める施設基準第３１号ハに規定す

る基準を満たす認知症対応型共同生活介護事業所において算定できます。 

(ア)同号ハ(３)ただし書に規定する認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居の定員の合計数

を超えて行う短期利用認知症対応型共同生活介護は、あくまでも、緊急に短期利用認知症対応型

共同生活介護を受ける必要がある者にのみ提供が認められるものであり、当該利用者に対する短

期利用認知症対応型共同生活介護の提供は、７日 を限度に行います。 

また、「当該利用者及び他の利用者の処遇に支障がない場合」とは、当該利用者を当該事業所の

共同生活住居(複数の共同生活住居がある場合、当該利用者が日中の時間帯等に共同生活を送る共

同生活住居とする。)の利用者とみなして、当該利用者の利用期間を通じて人員基準を満たしてお

り、かつ、当該利用者が利用できる個室を有している場合とします。特に個室の面積の最低基準

は示していませんが、当該利用者の処遇上、充分な広さを有します。ただし、個室以外であって

も、１人当たりの床面積がおおむね 7.43 平方メートル以上で、プライバシーの確保に配慮した

個室的なしつらえを整備している場合は、個室に準じて取り扱うことも可能です。この場合の

「プライバシーの確保に配慮した個室的なしつらえ」とは、可動でないもので隔てることまでを

要するものではありませんが、視線が遮断されることを前提とします。建具による仕切りは可能

ですが、家具やカーテン、簡易パネルによる仕切りでは認められません。また、天井から隙間が

空いていることは認められます。なお、認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居の定員

の合計数を超えて受け入れることができる利用者数は、共同生活住居ごとに１人まで認められる

ものであり、この場合、定員超過利用による減算の対象とはなりません。 

(イ)同号ハ(５)に規定する「短期利用認知症対応型共同生活介護を行うに当たって、十分な知識を有

する従業者」とは、認知症介護実務者研修のうち「専門課程」、認知症介護実践研修のうち「実

践リーダー研修」若しくは「認知症介護実践リーダー研修」又は認知症介護指導者養成研修を修

了している者です。 

 

国Ｑ＆Ａ(全国介護保険担当課長ブロック会議資料Ｑ＆Ａ (平成１８年２月２４日)) 

（問９７） 

Ｑ認知症対応型共同生活介護事業所において実施する短期利用共同生活介護の要件として、職員の研修受

講が義務付けられているが、経過措置はないのか。 

Ａ一般的な経過措置を設けることは想定していない。ただし、構造改革特区における認知症高齢者グループ 

ホームの短期利用事業として今年度内に事業が実施されている場合には、一定の経過措置を設けることに 

ついて検討しているところである。 
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国Ｑ＆Ａ(介護老人福祉施設及び地域密着型サービスに関するＱ＆Ａ (平成１８年９月４日)) 

（問４９） 

Ｑ短期利用の３年経過要件について、事業所の法人が合併等により変更したことから、形式上事業所を一

旦廃止して、新しい会社の法人の事業所として同日付けで指定を受けた場合、事業所が初めて指定を受

けて３年は経過しているが、新しい会社の事業所としては３年経過要件を満たしていない。この場合、

短期利用を行うことは可能か。 

Ａ１グループホームで短期利用を行うための事業所の開設後３年経過要件については､職員や他の入居者と

の安定した人間関係の構築や職員の認知症ケアに係る経験が必要であることから、事業所の更新期間

(６年)の折り返し点を過ぎ､人間関係など一般的にグループホームの運営が安定する時期に入っている

と考えられること等を勘案して設定したものである。 

２事業所の職員に変更がないなど事業所が実質的に継続して運営していると認められる場合には､短期利

用を認めることとして差し支えない。 

（問５０） 

Ｑグループホームの短期利用については、空いている居室等を利用しなければならないが、入院中の入居

者の同意があれば、入院中の入居者の居室を短期利用に活用することは可能か。 

Ａ入院中の入居者のために居室を確保しているような場合であっても､入院中の入居者の同意があれば、家

具等を別の場所に保管するなど、当該入居者のプライバシー等に配慮を行った上で､その居室を短期利用

で利用することは差し支えない。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.２)(平成２４年３月３０日)) 

（問４９） 

Ｑ利用者に対し連続して３０日を超えて短期利用共同生活介護を行っている場合において、３０日を超え 

る日以降に行った短期利用共同生活介護については、短期利用共同生活介護費は算定できないが、その 

連続する期間内に介護予防短期利用共同生活介護の利用実績がある場合はどのように取り扱うのか。 

Ａ当該期間内に介護予防短期利用共同生活介護の利用実績がある場合は、その期間を含める取扱いとなる。 

 

(３)入院時費用 

   ①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市長に届け出た認知症対応型共同生活介護

事業所において、利用者が病院又は診療所への入院を要した場合は、１月に６日を限度として所定単

位数に代えて１日につき２４６単位を算定します。ただし、入院の初日及び最終日は算定できません。 

   ②別に厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚生労働省告示第９５号) 

    利用者について、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合であって、入院後３月以内に退院する

ことが明らかに見込まれるときは、その者及びその家族の希望等を勘案し、必要に応じて適切な便宜

を供与するとともに、やむを得ない事情がある場合を除き、退院後再び当該指定認知症対応型共同生

活介護事業所に円滑に入居することができる体制を確保します。 

   ③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)入院時費用を算定する認知症対応型共同生活介護事業所は、あらかじめ、利用者に対して、入院

後３月以内に退院することが明らかに見込まれるときは、その者及びその家族等の希望等を勘案

し、必要に応じて適切な便宜を供与するとともに、やむを得ない事情がある場合を除き、退院後

再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に円滑に入居することができる体制を確保してい
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ることについて説明を行います。 

(Ａ)「退院することが明らかに見込まれるとき」に該当するか否かは、利用者の入院先の病院又は

診療所の当該主治医に確認するなどの方法により判断します。 

(Ｂ)「必要に応じて適切な便宜を提供」とは、利用者及びその家族の同意の上での入退院の手続き

や、その他の個々の状況に応じた便宜を図ることを指します。 

(Ｃ)「やむを得ない事情がある場合」とは、単に当初予定の退院日に居室の空きがないことをもっ

て該当するものではなく、例えば、利用者の退院が予定より早まるなどの理由により、居室の

確保が間に合わない場合等を指します。事業所側の都合は、基本的には該当しないことに留意

してください。 

(Ｄ)利用者の入院の期間中の居室は、短期利用認知症対応型共同生活介護等に利用しても差し支え

ありませんが、当該利用者が退院する際に円滑に再入居できるよう、その利用は計画的なもの

でなければなりません。 

(イ)入院の期間には初日及び最終日は含まないので、連続して７泊の入院を行う場合の入院期間は、

６日と計算されます。 

(例)入院期間：３月１日～３月８日(８日間） 

３月１日 入院の開始………所定単位数を算定 

３月２日～３月７日(６日間)………１日につき２４６単位を算定可 

３月８日 入院の終了………所定単位数を算定 

(ウ)利用者の入院の期間中にそのまま退居した場合は、退居した日の入院時の費用は算定できます。 

(エ)利用者の入院の期間中で、かつ、入院時の費用の算定期間中にあっては、当該利用者が使用して

いた居室を他のサービスに利用することなく空けておくことが原則であるが、当該利用者の同意

があれば、その居室を短期利用認知症対応型共同生活介護等に活用することは可能です。ただし、

この場合に、入院時の費用は算定できません。 

(オ)入院時の取扱い 

(Ａ)入院時の費用の算定にあたって、１回の入院で月をまたがる場合は、最大で連続１３泊(１２

日分)まで入院時の費用の算定が可能です。 

(例)月をまたがる入院の場合 

入院期間：１月２５日～３月８日 

１月２５日 入院………所定単位数を算定 

１月２６日～１月３１日(６日間)………１日につき２４６単位を算定可 

２月１日～２月６日(６日間)………１日につき２４６単位を算定可 

２月７日～３月７日………費用算定不可 

３月８日 退院………所定単位数を算定 

(Ｂ)利用者の入院の期間中は、必要に応じて、入退院の手続きや家族、当該医療機関等への連絡調

整、情報提供などの業務にあたります。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.１）(平成３０年３月２３日)」) 

（問１１２） 

Ｑ入院時の費用の算定について 、３ヶ月入院した場合に、次のように、毎月６日を限度として加算を認め

ることは差し支えないか。 

 (例)４月 1 日から６月３０日まで３ヶ月入院した場合 

４月１日(入院) 

４月２日～７日(一日につき２４６単位を算定） 
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４月８日～３０日 

５月１日～６日(一日につき２４６単位を算定) 

５月７日～３１日 

６月１日～６日(一日につき２４６単位を算定） 

６月７日～２９日 

６月３０日(退院) 

Ａ平成１８年３月３１日老計発第０３３１００５号、老振発第０３３１００５号、老老発第０３３１０１

８号第２－６－(６)－⑤に示すように入院当初の期間が、最初の月から翌月へ連続して跨る場合は、都

合１２日まで算定可能であるが、事例のような毎月ごとに６日間の費用が算定できるものではない。 
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２ 減算 

 

 (１)人員基準欠如減算 

   ①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤 

務条件に関する基準を満たすものとして市長に届け出た認知症対応型共同生活介護事業所において、 

認知症対応型共同生活介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態 

区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定します。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する 

基準を満たさない場合は、所定単位数の１００分の９７に相当する単位数を算定します。なお、利用 

者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定 

めるところにより算定します。 

②別に厚生労働大臣が定める基準(平成１２年２月１０日 厚労告第２７号) 

厚生労働大臣が定める利用者の数の基準 厚生労働大臣が定める認知症対応型共同生活介

護費の算定方法 

施行規則第１３１条の６の規定に基づき市長に

提出した運営規程に定められている利用定員を

超えること。 

指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の

所定単位数に１００分の７０を乗じて得た単位

数を用いて、指定地域密着型サービスに要する

費用の額の算定に関する基準の例により算定し

ます。 

認知症対応型共同生活介護事業所の従業者の員数が次の表の上欄に掲げる員数の基準に該当する場

合における認知症対応型共同生活介護費については、同表の下欄に掲げるところにより算定します。 

厚生労働大臣が定める従業者の員数の基準 厚生労働大臣が定める認知症対応型共同生活介

護費の算定方法 

指定地域密着型サービス基準第九十条に定める

員数を置いていないこと。 

指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の

所定単位数に１００分の７０を乗じて得た単位

数を用いて、指定地域密着型サービスに要する

費用の額の算定に関する基準の例により算定す

る。 

 ③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

   (ア)認知症対応型共同生活介護は、当該事業所又は施設の職員の配置数が、人員基準上満たすべき員数を

下回っているいわゆる人員基準欠如に対し、介護給付費の減額を行うこととし、認知症対応型共同生

活介護等の算定方法において、人員基準欠如の基準及び単位数の算定方法を明らかにしているところ

ですが、これは、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、人員基準欠如の未然防止を図

るよう努めるものです。 

(イ)人員基準上満たすべき職員の員数を算定する際の利用者数等は、当該年度の前年度(毎年４月１日に

始まり翌年３月３１日をもって終わる年度です。)の平均を用います。(ただし、新規開設又は再開の

場合は推定数によります。)この場合、利用者数等の平均は、前年度の全利用者等の延数の数を当該

前年度の日数で除して得た数とします。この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点第２位以下

を切り上げるものとします。 

(ウ)看護・介護職員の人員基準欠如については、 

(Ａ)人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合には、その翌月から人員基準欠如が  

解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が認知症対応型共同生活介護等
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の算定方法に規定する算定方法に従って減算されます 

(Ｂ)１割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、

利用者等の全員について所定単位数が認知症対応型共同生活介護等の算定方法に規定する算定方

法に従って減算されます。(ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除

きます。) 

(エ)看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至っ  

た月まで、利用者等の全員について所定単位数が認知症対応型共同生活介護費等の算定方法に規定す

る算定方法に従って減算されます。(ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場

合を除きます。) 

認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者が必要な研修を修了していない場合及び認

知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者のうち、介護支援専門員を配置していない場

合についても、同様の取扱いとなります。ただし、都道府県(指定都市を含む。)における研修の開催

状況を踏まえ、研修を修了した職員の離職等により人員基準欠如となった場合に、認知症対応型共同

生活介護事業所にあっては計画作成担当者を新たに配置し、かつ、市からの推薦を受けて都道府県に

研修の申込を行い、当該計画作成担当者が研修を修了することが確実に見込まれるときは、当該研修

を修了するまでの間は減算対象としない取扱いとなります。なお、当該計画作成担当者が受講予定の

研修を修了しなかった場合は、通常の減算の算定方法に従って、人員基準欠如が発生した翌々月から

減算を行うこととしますが、当該計画作成担当者が研修を修了しなかった理由が、当該計画作成担当

者の急な離職等、事業所の責に帰すべき事由以外のやむを得ないものである場合であって、当該離職

等の翌々月までに、研修を修了することが確実に見込まれる計画作成担当者を新たに配置したときは、

当該研修を修了するまでの間は減算対象としない取扱いとすることも差し支えありません。 

(オ)地域密着型サービス基準第６３条第１項及び第１７１条第１項の夜間及び深夜の勤務又は宿直勤務を

行う職員の人員基準欠如については、ある月において以下のいずれかの事態が発生した場合に、その

翌月において利用者等の全員について、減算することとなります。 

(Ａ)当該従事者が勤務すべき時間帯において職員数が地域密着型サービス基準に定める員数に満た

ない事態が２日以上連続して発生した場合 

(Ｂ)当該従事者が勤務すべき時間帯において職員数が地域密着型サービス基準に定める員数に満た

ない事態が４日以上発生した場合 

(カ)市長は、著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員の増員、利用定員等の見直し、事業の休止等

を指導します。当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討す

るものとなります。 

 

国Ｑ＆Ａ(介護制度改革ＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮ ＶＯＬ.１０６(平成１８年５月２５日)」) 

Ｑ認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護及び介護予

防小規模多機能型居宅介護について、計画作成担当者や介護支援専門員が必要な研修を修了していない

場合や介護支援専門員を配置していない場合の減算（所定単位数の１００分の７０）に対応するサービ

スコード等がないようだが、どのように減算の届出や請求を行ったらよいのか。 

Ａ１ 認知症対応型共同生活介護や小規模多機能型居宅介護等について、計画作成担当者や介護支援専門

員が必要な研修を修了していない場合や介護支援専門員が必要な研修を修了していない場合や介護

支援専門員を配置していない場合など減算対象となる場合の①減算の届出に係る記載②請求に係る

サービスコードについては、以下のとおり取り扱うこととする。 

＜介護給付費算定に係る体制等状況等一覧表＞ 

 ①小規模多機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護の場合 
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  ・「職員の欠員による減算の状況」欄の「３ 介護職員」に○印をつける。 

 ②認知症対応型共同生活介護（短期利用型含む）及び介護予防認知症対応型共同生活介護の場合 

  ・「職員の欠員による減算の状況」欄の「２ 介護従業者」に○印をつける。 

＜介護給付費単位数等サービスコード表＞ 

 ①小規模多機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護の場合 

  ・「算定項目」欄の「介護・看護職員が欠員の場合×７０％」欄に対応するサービスコードを 

使用する。 

②認知症対応型共同生活介護(短期利用型を含む)及び介護予防認知症対応型共同生活介護の場合 

  ・「算定項目」欄の「介護従業者が欠員の場合×７０％」欄に対応するサービスコードを使用す 

る。 

※なお、「厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護

費等の算定方法」(平成１２年厚生省告示第２７号）等の告示における職員の欠員による減算の規定

が不明確との指摘があったことから、官報の一部訂正により対応することとしている。 

２ 小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員については、登録者についての小規模多機能型居

宅介護以外の居宅サービスを含めた「ケアプラン」の作成や、当該居宅サービスを含めた「給付管

理票」の作成・国保連への提出など、居宅介護支援事業所の介護支援専門員が通常行っている業務

を行う必要があることから、欠員が生じた場合には、減算にならなくとも、速やかに配置するよう

にすること。 

なお、月の末日に小規模多機能型居宅介護事業所に介護支援専門員が配置されていない場合は、小

規模多機能型居宅介護事業所の登録者に係る給付管理票の「担当介護支援専門員番号」欄は

「99999999」と記載すること。 

 

国Ｑ＆Ａ(介護制度改革ＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮ ＶＯＬ.１１０(平成１８年６月８日)」) 

Ｑ認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者及び小規模多機能型居宅介護事業所における

介護支援専門員が必要な研修を修了していない場合の減算（所定単位数の１００分の７０を算定）につ

いて、職員の突然の離職等により研修修了要件を満たさなくなった場合、必要な研修は年間３，４回程

度しか実施されていないにもかかわらず、研修が開催されるまでの間は減算の適用を受けることになる

のか。保険者の判断により、研修の申込を行っている場合は減算対象としないといった取扱いをするこ

とは可能か。 

Ａ(１)減算の取扱いについて 

１ 認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者等が必要な研修を修了していない場合の  

人員基準欠如については、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者全員

について減算されるが、翌月の末日において人員基準を満たしていれば減算されないこととなって

いる。 

２ 職員の離職等により、新たに計画作成担当者等を配置した場合であっても、研修修了要件を満たし 

ていないときは、原則として、研修の開催状況にかかわらず、減算の対象となる。 

３ しかしながら、都道府県における研修の開催状況等を踏まえ、職員の離職等の後、新たに計画作成 

担当者等を配置し、かつ、市町村からの推薦を受けて都道府県に研修の申込を行い、当該計画作成 

担当者等が研修を修了することが確実に見込まれる場合は、当該研修を修了するまでの間は減算対 

象としないこととする。 

４ なお、受講予定の研修を修了しなかった場合においては、通常の減算の算定方法に基づき、（人員 

基準欠如が発生した翌々月から）減算を行うこととする。 

（２）研修受講上の配慮 

５ 市町村においては、「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」（老計発第０３３１０ 

０７厚生労働省老健局計画課長通知）に定める研修受講に当たっての都道府県への「推薦書」(別紙 
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３)の余白等を活用して、「当該事業所は職員の離職等により人員基準欠如となったが、当該職員に 

代わる新たな職員を配置しており、新たな職員に対して早期に研修を受講させる必要がある。」旨 

を明記し、都道府県がその状況が確認できるようにすること。 

６ 都道府県においては、市町村から上記「推薦書」が提出された場合には、新たに配置された職員に 

早期に研修を修了させて、実務に活かされるようにする観点から、当該職員を優先して、最も近い 

研修を受講させるよう配慮させたい。 

 

国Ｑ＆Ａ(介護制度改革ＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮ ＶＯＬ.１２７(平成１８年９月４日)」) 

Ｑ「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービス

に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項についての一部改正について」(平

成１８年６月２０日老計発第０６２０００１号)厚生労働省老健局計画課長通知)において、認知症対応

型共同生活介護事業所の計画作成担当者の研修未修了に係る減算猶予について示されたが、平成１８年

４月前(介護支援専門員配置の経過措置終了前)から介護支援専門員を配置しているものの研修を受けて

いない場合であっても、今後の研修修了見込みがあれば減算対象とならないと考えてよいか。 

Ａ１ 同通知では、「研修を修了した職員の離職等により人員基準欠如となった場合に、・・・指定認知

症対応型共同生活介護事業所にあっては計画作成担当者を新たに配置し、かつ、市町村からの推薦

を受けて都道府県に研修の申込を行い、・・・当該計画作成担当者が研修を修了することが確実に

見込まれるときは､当該研修を修了するまでの間は減算対象としない取扱いとする」としたところで

ある。 

２ お尋ねのケースのように、平成１８年４月前に介護支援専門員である計画作成担当者を配置したも

のの研修を受けていない場合も､留意事項通知に定める「職員の離職等」に含まれることとなり、今

後研修を終了することが確実に見込まれるときは、減算対象としない取扱いとなる。 

 

(２)夜勤職員の勤務条件を満たさない場合 

   ①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤

務条件に関する基準を満たすものとして市長に届け出た認知症対応型共同生活介護事業所において、

認知症対応型共同生活介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態

区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定します。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する

基準を満たさない場合は、所定単位数の１００分の９７に相当する単位数を算定します。なお、利用

者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定

めるところにより算定します。 

②別に厚生労働大臣が定める基準(平成１２年２月１０日 厚労告第２９号) 

認知症対応型共同生活介護事業所ごとに夜勤を行う介護従業者の数が、当該事業所を構成する共同生

活住居ごとに１以上です。 

③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)認知症対応型共同生活介護は、夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の所定単位数の減算に

係る規定を置いているところですが、これらの規定は、夜間の安全の確保及び利用者等のニーズに

対応し、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、夜勤を行う看護職員又は介護職員の

員数不足の未然防止を図るよう努めるものです。  

(イ)夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の減算については、ある月において以下のいずれかの

事態が発生した場合に、その翌月において利用者等の全員について、所定単位数が減算されること
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となります。  

(Ａ)夜勤時間帯(午後１０時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する１６時間をいい、原則

として事業所又は施設ごとに設定するものとする)において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に

定める員数に満たない事態が２日以上連続して発生した場合  

(Ｂ)夜勤時間帯において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たない事態が４日以上発

生した場合  

(ウ)夜勤を行う職員の員数の算定における利用者等の数については、当該年度の前年度(毎年４月１日に

始まり翌年３月３１日をもって終わる年度です。)の平均を用います。(ただし、新規開設又は再開

の場合は推定数です。)この場合、利用者数等の平均は、前年度の全利用者等の延数を当該前年度の

日数で除して得た数とします。この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点以下を切り上げる

ものとします。 

(エ)市長は、夜勤を行う職員の不足状態が続く場合には、夜勤を行う職員の確保を指導し、当該指導 

に従わない場合は、指定の取消しを検討することとなります。 

 

(３) ３ユニット２人夜勤体制による減算  【令和３年４月１日新設】 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

共同生活住居の数が３である指定認知症対応型共同生活介護事業所が、夜勤を行う職員の員数を２人

以上とする場合に、利用者に対して、指定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、所定単位数か

ら１日につき50単位を差し引いて得た単位数を算定する。 

【小田原市指定地域密着型サービスに関する基準等を定める条例施行規則第101条第１項ただし書】 

ただし、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の有する共同生活住居の数が３である場合におい

て、当該共同生活住居が全て同一の階において隣接し、介護従業者が円滑な利用者の状況把握及び速

やかな対応を行うことが可能な構造である場合であって、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者

による安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保されていると認められるときは、夜間及び深夜の

時間帯に指定認知症対応型共同生活介護事業所ごとに置くべき介護従業者の員数は、夜間及び深夜の

時間帯を通じて２以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要な数以上とすること

ができる。 

 

(４)定員超過利用減算 

  ①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤 

務条件に関する基準を満たすものとして市長に届け出た認知症対応型共同生活介護事業所において、 

認知症対応型共同生活介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態 

区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定します。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する 

基準を満たさない場合は、所定単位数の１００分の９７に相当する単位数を算定します。なお、利用 

者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定 

めるところにより算定します。 

  ②別に厚生労働大臣が定める基準(平成１２年２月１０日 厚労告第２７号) 

   (ア)認知症対応型共同生活介護の利用者の数(認知症対応型共同生活介護事業者が介護予防認知症対応型

共同生活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、認知症対応型共同生活介護の事業と介護予防認知

症対応型共同生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、

認知症対応型共同生活介護の利用者の数及び介護予防認知症対応型共同生活介護の利用者の数の合
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計数)が次の表の上欄に掲げる基準に該当する場合における認知症対応型共同生活介護費については、

同表の下欄に掲げるところにより算定します。 

厚生労働大臣が定める利用者の数の基準 厚生労働大臣が定める認知症対応型共同生活介

護費の算定方法 

施行規則第１３１条の６の規定に基づき市長に

提出した運営規程に定められている利用定員を

超えること。 

指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の

所定単位数に１００分の７０を乗じて得た単位

数を用いて、指定地域密着型サービスに要する

費用の額の算定に関する基準の例により算定し

ます。 

   (イ) 認知症対応型共同生活介護事業所の従業者の員数が次の表の上欄に掲げる員数の基準に該当する場

合における認知症対応型共同生活介護費については、同表の下欄に掲げるところにより算定します。 

厚生労働大臣が定める従業者の員数の基準 厚生労働大臣が定める認知症対応型共同生活介

護費の算定方法 

指定地域密着型サービス基準第九十条に定める

員数を置いていないこと。 

指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の

所定単位数に１００分の７０を乗じて得た単位

数を用いて、指定地域密着型サービスに要する

費用の額の算定に関する基準の例により算定す

る。 

  ③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

   (ア)認知症対応型共同生活介護について当該事業所又は施設の利用者等の定員を上回る利用者等を入所

等させている場合(いわゆる定員超過利用の場合)においては、介護給付費の減額を行うこととし、

認知症対応型共同生活介護費等の算定方法において、定員超過利用の基準及び単位数の算定方法を

明らかにしているところであるが、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、定員超過

利用の未然防止を図るよう努めます。 

(イ)この場合の入所者の数は、１月間(暦月)の利用者等の数の平均を用います。この場合、１月間の利

用者等の数の平均は、当該月の全入所者等の延数を当該月の日数で除して得た数です。この平均入

所者数等の算定に当たっては、小数点以下を切り上げます。 

(ウ)利用者等の数が、認知症対応型共同生活介護費等の算定方法に規定する定員超過利用の基準に該当

することとなった事業所については、その翌月から定員超過利用が解消されるに至った月まで、利

用者等の全員について、所定単位数が認知症対応型共同生活介護費等の算定方法に規定する算定方

法に従って減算され、定員超過利用が解消されるに至った月の翌月から通常の所定単位数が算定さ

れます。 

(エ)市長は、定員超過利用が行われている事業所に対しては、その解消を行うよう指導します。当該指

導に従わず、定員超過利用が２月以上継続する場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取

消しを検討します。 

(オ)災害の受入れ等やむを得ない理由による定員超過利用については、当該定員超過利用が開始した月

(災害等が生じた時期が月末であって、定員超過利用が翌月まで継続することがやむを得ないと認め

られる場合は翌月も含む。)の翌月から所定単位数の減算を行うことはせず、やむを得ない理由がな

いにもかかわらずその翌月まで定員を超過した状態が継続している場合に、災害等が生じた月の

翌々月から所定単位数の減算を行います。 
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 (５)身体拘束廃止未実施減算 

  ①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘束廃止未実施減算として、所定単位数の

１００分の１０に相当する単位数を所定単位数から減算します。 

  ②別に厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９５号) 

   指定地域密着型サービス基準第９７条第６項及び第７項に規定する基準に適合していません。 

指定地域密着型サービス基準第９７条第６項及び第７項 

①第９７条第６項 

認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

②第９７条第７項 

 認知症対応型共同生活介護事業者は、自らその提供する指定認知症対応型共同生活介護の質の評価を行

うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなけ

ればならない。 

  ③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

身体拘束廃止未実施減算については、事業所において身体拘束等が行われていた場合ではなく、指定

地域密着型サービス基準第９７条第６項の記録(同条第５項に規定する身体拘束等を行う場合の記録)

を行っていない場合及び同条第７項に規定する措置を講じていない場合に、利用者全員について所定

単位数から減算することとなります。具体的には、記録を行っていない、身体的拘束等の適正化のた

めの対策を検討する委員会を３月に１回以上開催していない、身体的拘束等の適正化のための指針を

整備していない又は身体的拘束等の適正化のための定期的な研修を実施していない事実が生じた場合、

速やかに改善計画を市長に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市

長に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全

員について所定単位数から減算することとします。 
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３ 加算 

加算の届出の際には下記小田原市ホームページの該当箇所をご確認ください。 

https://www.city.odawara.kanagawa.jp/field/service/nursing_b/service/p31530.html 

（小田原市ホームページ  地域密着型サービス事業者・介護予防支援事業者向け情報 2 加算届） 

 

(１)夜間支援体制加算 １ユニットの場合(Ⅰ)５０単位／日 ２ユニットの場合(Ⅱ)２５単位／日 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

    別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして市長に届け出た認知症対応型共同生活

介護事業所は、当該施設基準に掲げる区分に従い、所定単位数に加算します。 

②別に厚生労働大臣が定める施設基準（平成１２年２月１０日 厚告第２６号） 

    認知症対応型共同生活介護における夜間支援体制加算に係る施設基準 

(ア)夜間支援体制加算(Ⅰ)を算定すべき認知症対応型共同生活介護の施設基準 

     (Ａ)通所介護費等の算定方法第８号に規定する基準に非該当 

(Ｂ)前号イ又はハに該当 

(Ｃ)夜勤を行う介護従業者(指定地域密着型サービス基準第九十条第一項に規定する介護従業者)及

び宿直勤務に当たる者の合計数が二以上 

(イ)夜間支援体制加算(Ⅱ)を算定すべき認知症対応型共同生活介護の施設基準 

(Ａ)通所介護費等の算定方法第八号に規定する基準に非該当 

     (Ｂ)前号ロ又は二に該当 

     (Ｃ)夜勤を行う介護従業者及び宿直勤務に当たる者の合計数が、当該認知症対応型共同生活介護事 

業所を構成する共同生活住居の数に一を加えた数以上 

③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

    当該加算は、事業所の１の共同生活住居につき、夜間及び深夜の時間帯を通じて１の介護従業者を配

置している場合において、それに加えて常勤換算方法で１以上の介護従業者又は１以上の宿直勤務に

当たる者を配置した場合に算定できます。ただし、全ての開所日において、夜間及び深夜の時間帯の

体制が人員配置基準を上回っている場合とします。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ．１)) 

(問１７３) 

Ｑ小規模多機能型居宅介護における夜間の宿直勤務にあたる職員は、必ずしも事業所内で宿直する必要は

ないものとされているが、認知症対応型共同生活介護における夜間支援体制加算の算定要件である宿直

勤務の職員も同様の取扱いと考えてよいか。 

Ａ事業所内での宿直が必要となる。なお、認知症対応型共同生活介護における夜間支援体制加算での宿直

職員は、事業所内の利用者の安全確保を更に強化するために配置されているものである一方で、小規模

多機能型居宅介護における夜間の宿直職員は、主として登録者からの連絡を受けての訪問サービスに対

応するための配置であることから、その配置の考え方は異なるものである。 

(問１７４) 

Ｑ認知症対応型共同生活介護事業所と他の介護保険サービス事業所が同一建物で併設している場合に、両

事業所で同時並行的に宿直勤務を行っていると解して、建物として１名の宿直勤務をもって、夜間支援

体制加算を算定することは可能か。 

Ａ本加算は、事業所内の利用者の安全確保を更に強化するための加配を評価するためのものであることか

ら、原則として、算定は認められない。ただし、認知症対応型共同生活介護事業所に指定小規模多機能

https://www.city.odawara.kanagawa.jp/field/service/nursing_b/service/p31530.html
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型居宅介護事業所が併設されている場合で、以下の要件を満たすほか、入居者の処遇に支障がないと認

められたことにより、１名の夜勤職員が両事業所の夜勤の職務を兼ねることができることに準じて、同

様の要件を満たしている場合には、建物に１名の宿直職員を配置することをもって、加算を算定するこ

ととしても差し支えない。 

・指定認知症対応型共同生活介護事業の定員と指定小規模多機能型居宅介護事業所の泊まり定員の合計

が９人以内であること 

・指定認知症対応型共同生活介護事業所と指定小規模多機能型居宅介護事業所が同一階に隣接してお

り、一体的な運用が可能な構造であること 

 

国Ｑ＆Ａ（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３月 29 日）) 

(問２３) 

Ｑ３ユニットで２名の夜勤配置に常勤換算で１名を追加配置した場合は対象となるか。 

Ａ当該配置は、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第 90 条第１項ただし書

き及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サ

ービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準第 70 条第１項ただし書きに規定する、

３ユニットの場合であって、各ユニットが同一階に隣接しており、職員が円滑に利用者の状況把握を行

い、速やかな対応が可能な構造で、安全対策（マニュアルの策定、訓練の実施）をとっていることを要

件とする例外措置（この場合、利用者のケアの質の確保や職員の業務負担にも十分に配慮すること。）

であり、本加算制度においては通常の配置を超えて夜勤職員を手厚く配置していることを評価している

ものであることから、ご質問の配置では加算対象にならない。 

 

(２)認知症行動・心理症状緊急対応加算 ２００単位／日（入所日から７日を上限） 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

「短期利用共同生活介護費」を算定する場合について、医師が認知症の行動・心理症状が認められる 

ため、在宅での生活が困難であり、緊急に認知症対応型共同生活介護を利用することが適当であると 

判断した者に対し、認知症対応型共同生活介護を行った場合は、入居を開始した日から起算して７日 

を限度として、１日につき２００単位を所定単位数に加算します。 

②地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

   (ア)「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・暴

言等の症状を指します。 

(イ)本加算は、利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、緊急に短期利用共同生活介護が必 

要であると医師が判断した場合であって、介護支援専門員、受け入れ事業所の職員と連携し、利 

用者又は家族の同意の上、認知症対応型共同生活介護の利用を開始した場合に算定することがで 

きます。 

本加算は医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開始した場合に限り算定できます。 

この際、短期利用共同生活介護ではなく、医療機関における対応が必要であると判断される場合

にあっては、速やかに適当な医療機関の紹介、情報提供を行うことにより、適切な医療が受けら

れるように取り計らう必要があります。 

(ウ)次に掲げる者が、直接、短期利用共同生活介護の利用を開始した場合には、当該加算は算定でき 

ません。 

(Ａ)病院又は診療所に入院中の者 
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(Ｂ)介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入所中の者 

(Ｃ)認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、特定施設入居者生活介護、

短期入所生活介護、短期入所療養介護、短期利用共同生活介護、短期利用特定施設入居者生活

介護及び地域密着型短期利用特定施設入居者生活介護を利用中の者 

(エ)判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録します。 

また、事業所も判断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービス

計画書に記録します。 

(オ)７日を限度として算定することとあるのは、本加算が「認知症の行動・心理症状」が認められる 

利用者を受け入れる際の初期の手間を評価したものであるためであり、利用開始後８日目以降の 

短期利用共同生活介護の利用の継続を妨げるものではありません。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ．１)(平成２１年３月２３日)) 

(問１１０) 

Ｑ入所が予定されており、入所予定期間と実際の緊急入所の期間が重なっている場合であっても、本来の

入所予定日前に緊急に入所した場合には、７日分算定が可能か。 

Ａ当初の入所予定期間も含め、認知症行動・心理症状により緊急に入所した日から７日間以内で算定でき

る。 

(問１１１) 

Ｑ入所予定日当日に、予定していた事業所に認知症行動・心理症状で入所した場合は算定できるか。 

Ａ本加算制度は予定外で緊急入所した場合の受入れの手間を評価するものであることから、予定どおりの

入所は対象とならない。 

 

(３)若年性認知症利用者受入加算 １２０単位／日 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市長に届け出た認知症対応型共同生活介護

事業所において、若年性認知症利用者（※）に対して、認知症対応型共同生活介護を行った場合には、

若年性認知症利用者受入加算として、１日につき１２０単位を所定単位数に加算します。ただし、認

知症行動・心理症状緊急対応加算を算定している場合は算定しません。 

※施行令第２条第６号(初老期における認知症)により法第７条第３項に規定する要介護者又は同条第

４項に規定する要支援者となった者です。 

②厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９５号) 

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めます。 

③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特性やニ

ーズに応じたサービス提供を行います。 

 

 

国Ｑ＆Ａ(平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ.１)) 

（問１０１） 

Ｑ一度本加算制度の対象者となった場合、６５歳以上になっても対象のままか。 

Ａ６５歳の誕生日の前々日までは対象である。 
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（問１０２） 

Ｑ担当者とは何か。定めるにあたって担当者の資格要件はあるか。 

Ａ若年性認知症利用者を担当する者のことで、施設や事業所の介護職員の中から定めていただきたい。 

人数や資格等の要件は問わない。 

 

(４)看取り介護加算 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

認知症対応型共同生活介護費を算定する場合について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し 

ているものとして市長に届け出た認知症対応型共同生活介護事業所において、別に厚生労働大臣が定

める基準に適合する利用者については、看取り介護加算として、死亡日以前３１日以上４５日以下に

ついては１日につき７２単位を、死亡日の前日及び前々日については１日につき６８０単位を、死亡

日については１日につき１，２８０単位を死亡月に加算する。ただし、退居した日の翌日から死亡日

までの間又は、医療連携体制加算を算定していない場合は、算定しません。 

加算の要件 単位 

死亡日以前３１日以上４５日以下 ７２単位／日 

死亡日以前４日以上３０日以下 １４４単位／日 

死亡日の前日及び前々日 ６８０単位／日 

死亡日 １，２８０単位／日 

②別に厚生労働大臣が定める施設基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９６号) 

認知症対応型共同生活介護における看取り介護加算に係る施設基準 

(ア)看取りに関する指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対して、当該指針の内容を説明 

し、同意を得ます。 

(イ)医師、看護職員(認知症対応型共同生活介護事業所の職員又は当該認知症対応型共同生活介護事業所 

と密接な連携を確保できる範囲内の距離にある病院若しくは診療所若しくは指定訪問看護ステーショ 

ンの職員に限る。)、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者による協議の上、当該認知症対応 

型共同生活介護事業所における看取りの実績等を踏まえ、適宜、看取りに関する指針の見直しを行い 

ます。 

(ウ)看取りに関する職員研修を行います。 

③別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者(平成２７年３月２３日 厚労告第９４号) 

指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の認知症対応型共同生活介護費の厚生労働大臣が定める

基準に適合する利用者は、次の(ア)から(ウ)までのいずれにも適合している利用者です。 

 (ア)医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者です。 

(イ)医師、看護職員(認知症対応型共同生活介護事業所の職員又は当該認知症対応型共同生活介護事業

所と密接な連携を確保できる範囲内の距離にある病院若しくは診療所若しくは訪問看護ステー

ションの職員に限る。)、介護支援専門員その他の職種の者(以下「医師等」という。)が共同で

作成した利用者の介護に係る計画について、医師等のうちその内容に応じた適当な者から説明

を受け、当該計画について同意している者(その家族等が説明を受けた上で、同意している者を

含む。)です。 

(ウ)看取りに関する指針に基づき、利用者の状態又は家族の求め等に応じ随時、医師等の相互の連携 

の下、介護記録等利用者に関する記録を活用し行われる介護についての説明を受け、同意した上 

で介護を受けている者(その家族等が説明を受け同意した上で介護を受けている者を含む。)です。 

④地域密着型サービス報酬基準解釈通知  
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(ア)看取り介護加算は、医師が、一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診 

断した利用者について、その旨を利用者又はその家族等(以下「利用者等」という。)に対して説 

明し、その後の療養及び介護に関する方針についての合意を得た場合において、医師、看護職員、 

介護職員、介護支援専門員等が共同して、随時、利用者等に対して十分な説明を行い、療養及び 

介護に関する合意を得ながら、利用者がその人らしく生き、その人らしい最期が迎えられるよう 

支援することを主眼として設けたものです。 

(イ)看護職員については、認知症対応型共同生活介護事業所において利用者の看取り介護を行う場合、 

利用者の状態に応じて随時の対応が必要であることから、当該認知症対応型共同生活介護事業所 

と密接な連携を確保できる範囲内の距離にある病院、診療所若しくは訪問看護ステーション(以下 

「訪問看護ステーション等」という。)の職員に限ります。具体的には、当該認知症対応型共同生 

活介護事業所と訪問看護ステーション等が、同一市町村内に所在している又は同一市町村内に所 

在していないとしても、自動車等による移動に要する時間がおおむね２０分以内の距離に所在す 

るなど、実体として必要な連携をとることができることが必要です。 

(ウ)認知症対応型共同生活介護事業所は、利用者に提供する看取り介護の質を常に向上させていくた 

めにも、計画(Plan)、実行(Do)、評価(Check)、改善(Action)のサイクル(PDCA サイクル)によ

り、 

看取り介護を実施する体制を構築するとともに、それを強化していくことが重要であり、具体的 

には次のような取組が求められます。 

(Ａ)看取りに関する指針を定めることで事業所の看取りに対する方針等を明らかにします

(Plan)。 

(Ｂ)看取り介護の実施に当たっては、当該利用者に係る医師の診断を前提にして、介護に係る計

画に基づいて、利用者がその人らしく生き、その人らしい最期が迎えられるよう支援を行い

ます(Do)。 

         (Ｃ)多職種が参加するケアカンファレンス等を通じて、実施した看取り介護の検証や、職員の 

精神的負担の把握及びそれに対する支援を行います(Check)。 

         (Ｄ)看取りに関する指針の内容その他看取り介護の実施体制について、適宜、適切な見直しを 

行います(Action)。 

        なお、認知症対応型共同生活介護事業所は、看取り介護の改善のために、適宜、家族等に 

対する看取り介護に関する報告会並びに利用者等及び地域住民との意見交換による地域へ 

の啓発活動を行うことが望ましいです。 

(エ)質の高い看取り介護を実施するためには、多職種連携により、利用者等に対し、十分な説明を行 

い、理解を得るよう努力することが不可欠である。具体的には、認知症対応型共同生活介護事業 

所は、看取り介護を実施するに当たり、終末期にたどる経過、事業所等において看取りに際して 

行いうる医療行為の選択肢、医師や医療機関との連携体制などについて、利用者等の理解が得ら 

れるよう継続的な説明に努めることが重要です。 

加えて、説明の際には、利用者等の理解を助けるため、利用者に関する記録を活用した説明資料

を作成し、その写しを提供します。 

(オ)看取り介護の実施に当たっては、管理者を中心として、看護職員、介護職員、介護支援専門員等 

による協議の上、看取りに関する指針が定められていることが必要であり、同指針に盛り込むべ 

き項目としては、例えば、以下の事項が考えられます。 

       (Ａ)当該事業所の看取りに関する考え方 

       (Ｂ)終末期にたどる経過(時期、プロセスごと)とそれに応じた介護の考え方 

       (Ｃ)事業所において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢 
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       (Ｄ)医師や医療機関との連携体制(夜間及び緊急時の対応を含む) 

       (Ｅ)利用者等への情報提供及び意思確認の方法 

       (Ｆ)利用者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式 

       (Ｇ)家族等への心理的支援に関する考え方 

       (Ｈ)その他看取り介護を受ける利用者に対して事業所の職員が取るべき具体的な対応の方法 

(カ)看取りに関する指針に盛り込むべき内容を、重度化した場合の対応に係る指針に記載する場合は、 

その記載をもって看取りに関する指針の作成に代えることができます。また、重度化した場合の 

対応に係る指針をもって看取りに関する指針として扱う場合は、適宜見直しを行います。 

(キ)看取り介護の実施に当たっては、次に掲げる事項を介護記録等に記録するとともに、多職種連携 

を図るため、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員等による適切な情報共有に努めます。 

       (Ａ)終末期の身体症状の変化及びこれに対する介護等についての記録 

       (Ｂ)療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケアについて

の記録 

       (Ｃ)看取り介護の各プロセスにおいて把握した利用者等の意向と、それに基づくアセスメント

及び対応についての記録 

(ク)利用者等に対する随時の説明に係る同意については、口頭で同意を得た場合は、介護記録にその 

説明日時、内容等を記載するとともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要です。また、利 

用者が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族の来訪が見込まれないような場合も、医師、 

看護職員、介護職員等が利用者の状態等に応じて随時、利用者に対する看取り介護について相談 

し、共同して看取り介護を行っていると認められる場合には、看取り介護加算の算定は可能です。 

この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保されるよう、介護記録に職員間の相

談日時、内容等を記載するとともに、利用者の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわらず事業

所への来訪がなかった旨を記載しておくことが必要です。 

なお、家族が利用者の看取りについて共に考えることは極めて重要であり、事業所は、連絡 を

取ったにもかかわらず来訪がなかったとしても、継続的に連絡を取り続け、可能な限り家族の意

思を確認しながら介護を進めていくことが重要です。 

(ケ)看取り介護加算は、看取り介護を受けた利用者が死亡した場合に、死亡日を含めて３０日を上限 

として、認知症対応型共同生活介護事業所において行った看取り介護を評価するものです。 

死亡日前に自宅へ戻った後、又は医療機関へ入院した後、自宅や入院先で死亡した場合であって 

も算定可能ですが、その際には、当該認知症対応型共同生活介護事業所において看取り介護を直 

接行っていない退居した日の翌日から死亡日までの間は、算定することができません。(したが 

って、退居した日の翌日から死亡日までの期間が 45 日以上あった場合には、看取り介護加算を 

算定することはできません。) なお、看取り介護に係る計画の作成及び看取り介護の実施にあた

っては、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」

等を参考にしつつ、本人の意思を尊重した医療・ケアの方針が実施できるよう、多職種が連携し、

本人及びその家族と必要な情報の共有等に努めてください。 

(コ)認知症対応型共同生活介護事業所を退居等した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能ですが、 

看取り介護加算は死亡月にまとめて算定することから、利用者側にとっては、事業所に入居して 

いない月についても自己負担を請求されることになるため、利用者が退居等する際、退居等の翌 

月に亡くなった場合に、前月分の看取り介護加算に係る一部負担の請求を行う場合があることを 

説明し、文書にて同意を得ておくことが必要です。 

(サ)認知症対応型共同生活介護事業所は、退居等の後も、継続して利用者の家族への指導や医療機関 

に対する情報提供等を行うことが必要であり、利用者の家族、入院先の医療機関等との継続的な 
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関わりの中で、利用者の死亡を確認することができます。 

      なお、情報の共有を円滑に行う観点から、事業所が入院する医療機関等に利用者の状態を尋ねた 

ときに、当該医療機関等が事業所に対して本人の状態を伝えることについて、退居等の際、利用 

者等に対して説明をし、文書にて同意を得ておくことが必要です。 

(シ)利用者が入退院した場合、又は外泊した場合であって、当該入院又は外泊期間が死亡日以前３０

日の範囲内であれば、当該入院又は外泊期間を除いた期間について、看取り介護加算の算定が可

能です。 

(ス)入院若しくは外泊又は退居の当日について看取り介護加算を算定できるかどうかは、当該日に所 

定単位数を算定するかどうかによります。 

(セ)家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世 

話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと 

ができるようにするという認知症対応型共同生活介護の事業の性質に鑑み、１月に２人以上が看 

取り介護加算を算定することが常態化することは、望ましくないです。 

 

(５)初期加算 ３０単位／日(入居した日から３０日以内） 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

入居した日から起算して３０日以内の期間については、初期加算として、１日につき所定単位数を加

算します。３０日を超える病院又は診療所への入院後に認知症対応型共同生活介護事業所に再び入居

した場合も同様とします。 

②地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(Ａ)初期加算は当該入所者が過去３月間(ただし、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者

の場合は過去１月間とする。)の間に、当該事業所に入居したことがない場合に限り算定できます。 

(Ｂ)短期利用認知症対応型共同生活介護を利用していた者が日を空けることなく引き続き当該認知症

対応型共同生活介護事業所に入居した場合(短期利用認知症対応型共同生活介護の利用を終了した

翌日に当該認知症対応型共同瀬活介護事業所に入居した場合を含む。)については、初期加算は入

居直前の短期利用認知症対応型共同生活介護の利用日数を３０日から控除して得た日数に限り算

定します。 

(Ｃ)３０日を超える病院又は診療所への入院後に再入居した場合は、(Ａ)にかかわらず、初期加算が

算定されます。 

 

国Ｑ＆Ａ(全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料(平成１９年２月１９日)) 

(問１６) 

Ｑ認知症高齢者グループホームにおいて短期利用している利用者が、当該認知症高齢者グループホームに

引き続き入居することとなった場合、初期加算は何日間算定することができるのか。 

Ａ認知症高齢者グループホームにおいて短期利用している利用者が日を空けることなく引き続き当該認知

症高齢者グループホームに入居した場合、初期加算は、３０日から入居直前の短期利用の利用日数を控

除して得た日数に限り算定できるものである。 
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国Ｑ＆Ａ(全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料(平成１９年２月１９日)) 

(問１６) 

Ｑ認知症高齢者グループホームにおいて短期利用している利用者が、当該認知症高齢者グループホームに

引き続き入居することとなった場合、初期加算は何日間算定することができるのか。 

Ａ認知症高齢者グループホームにおいて短期利用している利用者が日を空けることなく引き続き当該認知

症高齢者グループホームに入居した場合、初期加算は、３０日から入居直前の短期利用の利用日数を控

除して得た日数に限り算定できるものである。 

 

(６)医療連携体制加算(Ⅰ)(Ⅱ)(Ⅲ) ※いずれか１つを算定できます。 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市長に届け出た認知症対応型共同生活介護事業

所において、認知症対応型共同生活介護を行った場合は、医療連携体制加算として、１日につき所定

単位数を加算します。 

加算の種類 単位 

医療連携体制加算（Ⅰ） ３９単位/日 

医療連携体制加算（Ⅱ） ４９単位/日 

医療連携体制加算（Ⅲ） ５９単位/日 

②厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９６号) 

(ア)医療連携体制加算(Ⅰ)を算定すべき認知症対応型共同生活介護の施設基準 

(Ａ)当該認知症対応型共同生活介護事業所の職員として又は病院、診療所若しくは訪問看護ステー

ションとの連携により、看護師を１名以上確保します。 

(Ｂ)看護師により２４時間連絡できる体制を確保します。 

(Ｃ)重度化した場合の対応に係る指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対して、当該

指針の内容を説明し、同意を得ます。 

(イ)医療連携体制加算(Ⅱ)を算定すべき認知症対応型共同生活介護の施設基準 

(Ａ)当該認知症対応型共同生活介護事業所の職員として看護職員を常勤換算方法で１名以上配置し

ます。 

(Ｂ)当該認知症対応型共同生活介護事業所の職員である看護職員又は病院、診療所若しくは訪問看

護ステーションの看護師との連携により、２４時間連絡できる体制を確保します。ただし、

(Ａ)により配置している看護職員が准看護師のみである場合には、病院、診療所又は訪問看護

ステーションの看護師により、２４時間連絡できる体制を確保します。 

(Ｃ)算定日が属する月の前１２月間において、次のいずれかに該当する状態の利用者が１人以上い

ます。 

（ａ）喀（かく）痰（たん）吸引を実施している状態 

（ｂ）経鼻胃管や胃瘻（ろう）等の経腸栄養が行われている状態 

（Ｄ）(ア)（Ｃ）に該当 

(ウ)医療連携体制加算(Ⅲ)を算定すべき認知症対応型共同生活介護の施設基準 

(Ａ)当該認知症対応型共同生活介護事業所の職員として看護師を常勤換算方法で１名以上配置しま 

す。 

(Ｂ)当該認知症対応型共同生活介護事業所の職員である看護師又は病院、診療所若しくは訪問看護

ステーションの看護師との連携により、２４時間連絡できる体制を確保します。 
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(Ｃ)(ア)(Ｃ)及び(イ)(Ｃ)に該当します。 

③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)医療連携体制加算は、環境の変化に影響を受けやすい認知症高齢者が、可能な限り継続して認知症

対応型共同生活介護事業所で生活を継続できるように、日常的な健康管理を行ったり、医療ニーズ

が必要となった場合に適切な対応がとれる等の体制を整備している事業所を評価するものです。 

(イ)医療連携体制加算(Ⅰ)の体制について、利用者の状態の判断や、認知症対応型共同生活介護事業所

の介護従業者に対し医療面からの適切な指導、援助を行うことが必要であることから、看護師の確

保を要することとしており、准看護師では本加算は認められません。 

また、看護師の確保については、同一法人の他の施設に勤務する看護師を活用する場合は、当該認

知症対応型共同生活介護事業所の職員と他の事業所の職員を併任する職員として確保することも可

能です。 

(ウ)医療連携体制加算(Ⅰ)の体制をとっている事業所が行うべき具体的なサービスとしては、 

・利用者に対する日常的な健康管理 

・通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関（主治医）との連絡・調整 

・看取りに関する指針の整備 

等を想定しており、これらの業務を行うために必要な勤務時間を確保することが必要です。 

(エ)医療連携体制加算(Ⅱ)の体制については、事業所の職員として看護師又は准看護師を常勤換算方法

により１名以上配置することとしているが、当該看護職員が准看護師のみの体制である場合には、

病院、診療所又は訪問看護ステーションの看護師との連携を要することとしています。 

(オ)医療連携体制加算(Ⅱ)又は医療連携体制加算(Ⅲ)を算定する事業所においては、(ウ)のサービス提

供に加えて、協力医療機関等との連携を確保しつつ、医療ニーズを有する利用者が、可能な限り認

知症対応型共同生活介護事業所で療養生活を継続できるように必要な支援を行うことが求められま

す。 

加算の算定に当たっては、施設基準第３４号ロの(３)に規定する利用者による利用実績(短期利用

認知症対応型共同生活介護を利用する者を含む。)があり、当該利用者が療養生活を送るために必

要な支援を行っていることを要件とします。 

(Ａ)同号ロの(３)の(一)に規定する「喀痰吸引を実施している状態」とは、認知症対応型共同生活

介護の利用中に喀痰吸引を要する利用者に対して、実際に喀痰吸引を実施している状態です。 

(Ｂ)同号ロの(３)の(二)に規定する「呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態」について

は、当該月において１週間以上人工呼吸又は間歇的陽圧呼吸を行っていること。 

(Ｃ)同号ロの(３)の(三)に規定する「中心静脈注射を実施している状態」については、中心静脈注

射により薬剤の投与をされている利用者又は中心静脈栄養以外に栄養維持が困難な利用者であ

ること。 

(Ｄ)同号ロの(３)の(四)に規定する「人工腎臓を実施している状態」については、当該月において

人工腎臓を実施しているものであること。 

(Ｅ)同号ロの(３)の(五)に規定する「重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実

施している状態」については、重症不整脈発作を繰り返す状態、収縮期血圧 90mmHg 以下が

持続する状態又は酸素吸入を行っても動脈血酸素飽和度 90％以下の状態で常時、心電図、血圧

又は動脈血酸素飽和度のいずれかを含むモニタリングを行っていること。 

(Ｆ)同号ロの(３)の(六)に規定する「人工膀胱又は人工肛門の処置を実施している状態」について

は、当該利用者に対して、人工膀胱又は人工肛門に係る皮膚の炎症等に対するケアを行った場

合であること。 

(Ｇ)同号ロの(３)の(七)に規定する「経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態」とは、経
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口摂取が困難で経腸栄養以外に栄養維持が困難な利用者に対して、経腸栄養を行っている状態

です。 

(Ｈ)同号ロの(３)の(八)に規定する「褥瘡に対する治療を実施している状態」については、以下の

いずれかの分類に該当し、かつ、当該褥瘡に対して必要な処置を行った場合に限ること。 

第一度：皮膚の発赤が持続している部分があり、圧迫を取り除いても消失しない（皮膚の損傷

はない） 

第二度：皮膚層の部分的喪失（びらん、水疱、浅いくぼみとして表れるもの）がある 

第三度：皮膚層がなくなり潰瘍が皮下組織にまで及ぶ。深いくぼみとして表れ、隣接組織まで

及んでいることもあれば、及んでいないこともある 

第四度：皮膚層と皮下組織が失われ、筋肉や骨が露出している 

(Ｉ)同号ロの(３)の(九)に規定する「気管切開が行われている状態」については、気管切開が行わ

れている利用者について、気管切開に係るケアを行った場合であること。 

(カ)医療連携体制加算の算定要件である「重度化した場合における対応に係る指針」に盛り込むべき項

目は、例えば、①急性期における医師や医療機関との連携体制、②入院期間中における認知症対応

型共同生活介護における居住費や食費の取扱い、③看取りに関する考え方、本人及び家族との話し

合いや意思確認の方法等の看取りに関する指針、などが考えられます。 

また、医療連携体制加算算定時には、契約を結んだ上で訪問看護ステーションを利用することが可

能となりましたが、急性増悪時等においては、診療報酬の算定要件に合致すれば、医療保険による

訪問看護が利用可能であることについては、これまでと変わりません。 

 

国Ｑ＆Ａ(全国介護保険担当課長ブロック会議資料(平成１８年２月２４日)) 

(問９８) 

Ｑ医療連携体制加算について、 

①看護師は、准看護師でもよいのか。 

②特別養護老人ホームが併設されている場合、特別養護老人ホームから看護師を派遣することとして差

し支えないか。 

③具体的にどのようなサービスを提供するのか。 

Ａ医療連携体制加算は、環境の変化に影響を受けやすい認知症高齢者が、可能な限り継続して認知症高齢

者グループホームで生活を継続できるように、日常的な健康管理を行ったり、医療ニーズが必要となっ

た場合に適切な対応がとれる等の体制を整備している事業所を評価するものである。 

したがって、 

①利用者の状態の判断や、グループホーム職員に対し医療面からの適切な指導、援助を行うことが必要

であることから、看護師配置を要することとしており、准看護師では本加算は認められない。 

②看護師の配置については、同一法人の他の施設に勤務する看護師を活用する場合は、当該グループホ

ームの職員と他の事業所の職員を併任する職員として配置することも可能である。 

③医療連携体制をとっている事業所が行うべき具体的なサービスとしては、 

  ・利用者に対する日常的な健康管理 

  ・通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関(主治医)との連絡調整 

  ・看取りに関する指針の整備 

  等を想定しており、これらの業務を行うために必要な勤務時問を確保することが必要である。 

(問９９) 

Ｑ医療連携体制加算における「重度化した場合における対応に係る指針」の具体的内容はどのようなもの

か。 
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Ａ医療連携体制加算の算定要件である「重度化した場合における対応に係る指針」に盛り込むべき項目と

しては、例えば①急性期における医師や医療機関との連携体制、②入院期問中におけるグループホーム

の居住費や食費の取扱い、③看取りに関する考え方、本人及び家族との話し合いや意思確認の方法等の

看取りに関する指針、などが考えられる。 

(問１０１) 

Ｑ医療連携加算算定時に、契約の上で訪問看護ステーションを利用することが可能となったが、急性増悪

時等において、医療保険による訪問看護の利用は可能か。 

Ａ診療報酬の算定要件に合致すれば、利用可能である。 

 

国Ｑ＆Ａ(介護制度改革 information(ｖｏｌ.１０２)(平成１８年５月２日)) 

(問５) 

Ｑ要支援２について算定できるのか。 

Ａ要支援者については、「介護予防認知症対応型共同生活介護費」の対象となるが、これについては、医

療連携加算は設けていないことから、算定できない。  

(問６) 

Ｑ看護師の配置については、職員に看護資格をもつものがいればいいのか。看護職員として専従であるこ

とが必要か。 

Ａ職員（管理者、計画作成担当者又は介護従業者）として看護師を配置している場合については、医療連

携体制加算を算定できる。訪問看護ステーション等、他の事業所との契約により看護師を確保する場合

については、認知症高齢者グループホームにおいては、看護師としての職務に専従することが必要であ

る。 

(問７) 

Ｑ看護師としての基準勤務時間数は設定されているのか。(２４時間オンコールとされているが、必要とさ

れる場合に勤務するといった対応でよいか。) 

Ａ看護師としての基準勤務時間数は設定していないが、医療連携体制加算の請求において必要とされる具

体的なサービスとしては、 

・利用者に対する日常的な健康管理   

・通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関(主治医)との連絡・調整  

・看取りに関する指針の整備 

等を想定しており、これらの業務を行うために、当該事業所の利用者の状況等を勘案して必要な時間数

の勤務が確保できていることが必要である。(事業所における勤務実態がなく、単に「オンコール体制」

としているだけでは、医療連携体制加算の算定は認められない｡) 

(問８) 

Ｑ協力医療機関との連携により、定期的に診察する医師、訪問する看護師で加算はとれるか。連携医療機

関との連携体制（連携医療機関との契約書で可能か）による体制で加算が請求可能か。 

Ａ医療連携体制加算は、環境の変化に影響を受けやすい認知症高齢者が、可能な限り継続して認知症高齢

者グループホームで生活を継続できるように、看護師を配置することによって、日常的な健康管理を行

ったり、医療ニーズが必要となった場合に適切な対応がとれる等の体制を整備している事業所を評価す

るものであるため、看護師を確保することなく、単に協力医療機関に医師による定期的な診療が行われ

ているだけでは、算定できず、協力医療機関との契約のみでは、算定できない。  

なお、協力医療機関との契約を見直し、契約内容が、看護師の配置について医療連携体制加算を算定す

るに足りる内容であれば、算定をすることはあり得る。 
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(問９) 

Ｑ同一法人の他事業所に勤務する看護師を活用する場合、双方の常勤換算はどのように考えられるのか。

(他事業所に常勤配置とされている従業者を併任してもよいか) 

Ａ算定の留意事項(通知)にあるとおり、併任で差し支えない。常勤換算については、双方の事業所におけ

る勤務時間数により、それぞれ算定する。 

(問１０) 

Ｑ算定要件である「重度化した場合における対応に関する指針」の具体的項目は決められるのか。また、

加算の算定には、看取りに関する指針が必須であるか。 

Ａ算定の留意事項(通知)にあるとおり、医療連携体制加算の算定要件である「重度化した場合における対

応に係る指針」に盛り込むべき項目としては、例えば、①急性期における医師や医療機関との連携体

制、②入院期間中におけるグループホームの居住費や食費の取扱い、③看取りに関する考え方、本人及

び家族との話し合いや意思確認の方法等の看取りに関する指針、などを考えており、これらの項目を参

考にして、各事業所において定めていただきたい。  

また、この「重度化した場合における対応に係る指針」は、入居に際して説明しておくことが重要であ

る。  

なお､指針については、特に様式等は示さないが、書面として整備し、重要事項説明書に盛り込む、又

は、その補足書類として添付することが望ましい。 

 

国Ｑ＆Ａ(介護制度改革 information(ｖｏｌ.１２７)(平成１８年９月４日)) 

(問５１) 

Ｑ医療連携体制加算について、看護師により２４時間連絡体制を確保していることとあれが、同一法人の

特別養護老人ホームの看護師を活用する場合、当該看護師が特別擁護老人ホームにおいて夜勤を行うと

きがあっても、グループホームにおいて２４時間連絡体制が確保されていると考えてよいか。 

Ａ医療連携体制加算は、看護師と常に連携し、必要なときにグループホーム側から看護師に医療的対応等

について相談できるような体制をとることを求めているものであり、特別養護老人ホームの看護師を活

用する場合に、当該看護師が夜勤を行うことがあっても、グループホームからの連絡を受けて当該看護

師が必要な対応をとることができる体制となっていれば、24 時間連絡体制が確保されていると考えられ

る。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.１)(平成３０年３月２３日)） 

(問１１８) 

Ｑ新設された医療連携体制加算(Ⅱ)・(Ⅲ)の算定要件である前十二月間における利用実績と算定期間の関係

性如何。 

Ａ算定要件に該当する者の利用実績と算定の可否については以下のとおり。 

前年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

利用実績  〇 〇 〇    〇 〇 〇 〇  

算定可否 × × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

前年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

利用実績             

算定可否 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 
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(７)退去時相談援助加算 ４００単位／回(１人につき１回を限度) 

   ①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

利用期間が１月を超える利用者が退居し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを

利用する場合において、当該利用者の退居時に当該利用者及びその家族等に対して退居後の居宅サー

ビス、地域密着型サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行い、か

つ、当該利用者の同意を得て、退居の日から２週間以内に当該利用者の退居後の居宅地を管轄する市

及び老人介護支援センター又は地域包括支援センターに対して、当該利用者の介護状況を示す文書を

添えて当該利用者に係る居宅サービス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供した場合に、利用

者１人につき１回を限度として算定します。 

②地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)退居時相談援助の内容は、次のものです。 

(Ａ)食事、入浴、健康管理等在宅における生活に関する相談援助 

(Ｂ)退居する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う各種訓練等に関

する相談援助 

(Ｃ)家屋の改善に関する相談援助 

(Ｄ)退居する者の介助方法に関する相談援助 

(イ)退居時相談援助加算は、次の場合は、算定できません。 

(Ａ)退居して病院又は診療所へ入院する場合 

(Ｂ)退居して他の介護保険施設への入院若しくは入所又は認知症対応型共同生活介護、地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護、特定施設入居者生活介護又は地域密着型特定施設入居者生

活介護の利用を開始する場合 

(Ｃ)死亡退居の場合 

(ウ)退居時相談援助は、介護支援専門員である計画作成担当者、介護職員等が協力して行います。 

(エ)退居時相談援助は、退居者及びその家族等のいずれにも行います。 

(オ)退居時相談援助を行った場合は、相談援助を行った日付及び相談援助の内容の要点に関する記録 

を行います。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ．１)) 

(問１１７) 

Ｑ退居時相談援助加算は、グループホームのショートステイ利用者は対象となるか。 

Ａ本加算制度はグループホームを退居後の居宅サービスの利用等について相談を行ったことを評価するも

のである。ショートステイ等既に居宅サービスを利用している者の相談援助は居宅サービスのケアマネ

ジャー等が行うものであるため、当該加算の対象とはならない。 

 

日常生活に支障を来すおそれのある症状もしくは行動が認められる認知症の者に対し、専門的な認知

症ケアを行った場合に算定します。 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市長に届け出た認知症対応型共同生活介護

事業所が、別に厚生労働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合には、当該基準に掲

げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算します。ただし、次に掲げるいずれかの加

(８)認知症専門ケア加算(Ⅰ)(Ⅱ) ※(Ⅰ)(Ⅱ)のうちいずれか１つを算定できる。 



 60 

算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算を算定できません。 

(ア)認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位 

(イ)認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位 

②厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９５号) 

(ア)認知症専門ケア加算(Ⅰ) 

次に掲げる基準のいずれにも適合します。 

(Ａ)当該事業所における利用者の総数のうち、日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは

行動が認められることから介護を必要とする認知症の者(以下「対象者」という。)の占める割

合が２分の１以上です。 

(Ｂ)認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者の数が２０人未満である場合にあ

っては、１以上、当該対象者の数が２０人以上である場合にあっては、１に、当該対象者の数

が１９を超えて１０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、チームとして専

門的な認知症ケアを実施します。 

(Ｃ)当該事業所の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議

を定期的に開催します。 

(イ)認知症専門ケア加算(Ⅱ) 

次に掲げる基準のいずれにも適合します。 

(Ａ)(ア)の基準のいずれにも適合します。 

(Ｂ)認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、事業所全体の認知 

症ケアの指導等を実施します。 

(Ｃ)当該事業所における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、当該計

画に従い、研修を実施又は実施を予定します。 

③厚生労働大臣が定める者等(平成２７年３月２３日 厚労告第９４号) 

日常生活に支障をきたすおそれのある症状又は行動が認められ、介護を必要とする認知症の者 

④地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とする

認知症の者」は、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する利用者を指します。(※１) 

(イ)「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」（平

成１８年３月３１日老発第０３３１０１０号厚生労働省老健局長通知）及び「認知症介護実践

者等養成事業の円滑な運営について」（平成１８年３月３１日老計第０３３１００７号厚生労

働省計画課長通知）に規定する「認知症介護実践リーダー研修」、認知症看護に係る適切な研

修を指します。 

(ウ)「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとします。なお、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関

係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報シス

テムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守してください。 

(エ)「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」

及び「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指導者研

修」、認知症看護に係る適切な研修を指します。 

(※１)「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について(平成１８年３月３１日老計発第０３３

１００５号・老振発第０３３１００５号・老老発第０３３１０１８号「第２の１通則」) 

(Ａ)加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」の活用について」

（平成５年１０月２６日老健第１３５号厚生省老人保健局長通知）に規定する「認知症高  
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齢者の日常生活自立度」（以下「日常生活自立度」という。）を用いる場合の日常生活 

自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又は主治医意見書(以下「判定結果」とい

う。)を用います。 

(Ｂ)(ア)の判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サービス計画又は各サービス

のサービス計画に記載します。また、主治医意見書とは、「要介護認定等の実施につい

て」に基づき、主治医が記載した同通知中「主治医の意見の聴取」に規定する「主治医

意見書」中「心身の状態に関する意見 (１)日常生活の自立度等について ・認知症高齢

者の日常生活自立度」欄の記載をいいます。なお、複数の判定結果がある場合にあって

は、最も新しい判定を用います。 

(Ｃ)医師の判定が無い場合(主治医意見書を用いることについて同意が得られていない場合を

含む。)にあって「要介護認定等の実施について」に基づき、認定調査員が記入した「認

定調査票」の「認定調査票(基本調査)」９の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記

載を用います。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ．１)) 

(問１１２) 

Ｑ例えば、平成１８年度より全国社会福祉協議会が認定し、日本介護福祉士会等が実施する「介護福祉士

ファーストステップ研修」については、認知症介護実践リーダー研修相当として認められるか。 

Ａ本加算制度の対象となる認知症介護実践リーダー研修については、自治体が実施又は指定する研修とし

ており、研修カリキュラム、講師等を審査し、適当と判断された場合には認められる。 

(問１１３) 

Ｑ認知症専門ケア加算Ⅱの認知症介護指導者は、研修修了者であれば施設長でもかまわないか。 

Ａ認知症介護指導者研修修了者であり、適切に事業所又は施設全体の認知症ケアの実施等を行っている場

合であれば、その者の職務や資格等については問わない。 

(問１１４) 

Ｑ認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者の割合の算定方法如何。 

Ａ届出日の属する月の前３月の各月末時点の入所者又は利用者数の平均で算定する。 

(問１１５) 

Ｑ認知症介護に係る専門的な研修を修了した者を配置するとあるが、「配置」の考え方如何。常勤要件等

はあるか。 

Ａ専門的な研修を修了した者の配置については、常勤等の条件は無いが、認知症チームケアや認知症介護

に関する研修の実施など、本加算制度の要件を満たすためには施設・事業所内での業務を実施する必要

があることから、加算対象施設・事業所の職員であることが必要である。 

なお、本加算制度の対象となる施設・事業所は、専門的な研修を修了した者の勤務する主たる事業所１

か所のみである。 

(問１１６) 

Ｑ認知症介護実践リーダー研修修了者は、「痴呆介護研修事業の実施について」(平成１２年９月５日老発

第６２３号)及び「痴呆介護研修事業の円滑な運営について」(平成１２年１０月２５日老計第４３号)に

おいて規定する専門課程を修了した者も含むのか。 

Ａ含むものとする。 
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国Ｑ＆Ａ(平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ．２)) 

(問３９) 

Ｑ「認知症高齢者の日常生活自立度」を基準とした加算について、医師が判定した場合、その情報は必ず

文書で提供する必要があるのか。 

Ａ医師が判定した場合の情報提供の方法については特に定めず、必ずしも診断書や文書による診療情報提

供を義務づけるものではない。 

(問４０) 

Ｑ加算対象となる者が少ない場合でも、認知症専門ケア加算Ⅱを算定するためには認知症介護実践リーダ

ー研修修了者１名と認知症介護指導者研修修了者１名の合計２名の配置が必要か。 

Ａ加算対象となる者が１０名未満の場合、認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者研修の両方を

修了した者が１名配置されていれば認知症専門ケア加算Ⅱを算定できるものとする。 

(問４１) 

Ｑグループホームのショートステイ利用者についても認知症専門ケア加算の算定要件に含めることが可能

か。 

Ａ短期利用共同生活介護及び介護予防短期利用共同生活介護を受ける利用者は、当該加算の算定要件に含

めず、本加算の対象から除くものとする。 

 

国Ｑ＆Ａ(介護保険最新情報Ｖｏｌ．８８(平成２１年５月１３日)) 

(問５８) 

Ｑ認知症介護実践リーダー研修を修了していないが、都道府県等が当該研修修了者と同等の能力を有する

と認めた者であって、認知症介護指導者養成研修を修了した者について、認知症専門ケア加算における

認知症介護実践リーダー研修修了者としてみなすことはできないか。 

Ａ認知症介護指導者養成研修については認知症介護実践研修（認知症介護実践者研修及び認知症介護実践

リーダー研修）の企画・立案に参加し、又は講師として従事することが予定されている者であることが

その受講要件にあり、平成２０年度までに行われたカリキュラムにおいては認知症介護実践リーダー研

修の内容が全て含まれていたこと等の経過を踏まえ、認知症介護実践リーダー研修が未受講であっても

当該研修を修了したものとみなすこととする。従って、平成２１年度４月１７日発出のＱ＆Ａ(Ｖｏｌ．

２)問４０の答において示したように加算対象となる者が１０名未満の場合にあっては、平成２０年度以

前の認知症介護指導者養成研修を修了した者(認知症介護実践リーダー研修の未受講者)１名の配置で認

知症専門ケア加算Ⅱを算定できることとなる。 

なお、平成２１年度から行われる認知症介護指導者養成研修については、認知症介護実践リーダー研修

の受講修了を前提としたカリキュラムとして見直しが行われたところである。しかしながら、平成２１

年度については既に募集が開始されていることから、当該研修中に一定のプログラムを補うことによ

り、認知症介護実践リーダー研修修了者としてみなすこととする。 

平成２２年度以降については、認知症介護指導者養成研修の受講者を認知症介護実践リーダー研修修了

者に限定する予定であるので、留意されたい。 

 

国Ｑ＆Ａ（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３月 29 日）) 

(問２９) 

Ｑ認知症専門ケア加算の算定要件について、「認知症介護に係る専門的な研修」や「認知症介護の指導に

係る専門的な研修」のうち、認知症看護に係る適切な研修とは、どのようなものがあるか。 

Ａ現時点では、以下のいずれかの研修である。 
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①日本看護協会認定看護師教育課程「認知症看護」の研修 

②日本看護協会が認定している看護系大学院の「老人看護」及び「精神看護」の専門看護師教育課程 

③日本精神科看護協会が認定している「(※)精神科認定看護師」※認定証が発行されている者に限る。 

（問３８） 

Q認知症専門ケア加算（Ⅱ）を算定するためには、当該加算（Ⅰ）の算定要件の一つである認知症介

護実践リーダー研修修了者に加えて、認知症介護指導者養成研修修了者又は認知症看護に係る適切

な研修修了者を別に配置する必要があるのか。 

A必要ない。例えば加算の対象者が20名未満の場合、 

・認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者養成研修の両方を修了した者 

・認知症看護に係る適切な研修を修了した者 

のいずれかが１名配置されていれば、認知症専門ケア加算（Ⅱ）を算定することができる。 

（注）認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者養成研修の両方を修了した者、又は認知症看

護に係る適切な研修を修了した者を１名配置する場合、「認知症介護に係る専門的な研修」及び

「認知症介護の指導に係る専門的な研修」の修了者をそれぞれ１名配置したことになる。 

 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定認知症対応型共同生活介護事業所において、管理栄養

士（当該事業所の従業者以外の管理栄養士を含む。）が、従業者に対する栄養ケアに係る技術的助言

及び指導を月１回以上行っている場合に、１月につき所定単位数を加算する。 

②厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚告第９５号) 

通所介護費等算定方法第８号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。 

③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

ア 栄養管理体制加算の算定に係る管理栄養士は、外部（他の介護事業所（栄養管理体制加算の対象

事業所に限る。）、医療機関、介護保険施設（栄養マネジメント強化加算の算定要件として規定す

る員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤の管理栄養士を１名以上配置しているものに

限る。）又は公益社団法人日本栄養士会若しくは都道府県栄養士会が設置し、運営する「栄養ケ

ア・ステーション」）との連携により体制を確保した場合も、算定できる。 

イ「栄養ケアに係る技術的助言及び指導」とは、当該事業所における利用者の低栄養状態の評価方法、

栄養ケアに関する課題（食事中の傾眠、拒食、徘徊・多動等）への対応方法、食形態の調整及び調

理方法その他当該事業所において日常的な栄養ケアの実施にあたり必要と思われる事項のうち、い

ずれかに係る技術的助言及び指導のことをいうものであって、利用者ごとの栄養ケア・マネジメン

トをいうものではない。 

ウ「栄養ケアに係る技術的助言及び指導」を行うにあたって、以下の事項を記録すること。 

イ 当該事業所において利用者の栄養ケアを推進するための課題 

ロ 当該事業所における目標 

ハ 具体的方策 

ニ 留意事項 

ホ その他必要と思われる事項 

 

 

(９)栄養管理体制加算 ３０単位/月 【令和３年４月１日新設】 
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①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する認知症対応型共同生活介護事業所において、歯科医師又は

歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導を月１

回以上行っている場合に、１月につき所定単位数を加算します。 

   ②厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚告第９５号) 

(ア)事業所又は施設において歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導

に基づき、利用者、入所者又は入院患者の口腔ケアマネジメントに係る計画が作成されています。 

(イ)通所介護費等算定方法第５号、第８号、第９号、第１０号、第１２号、第１３号、第１４号、第 

１５号、第１９号及び第２２号に規定する基準のいずれにも該当しません。 

③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)「口腔ケアに係る技術的助言及び指導」とは、当該事業所における利用者の口腔内状態の評価方

法、適切な口腔ケアの手技、口腔ケアに必要な物品整備の留意点、口腔ケアに伴うリスク管理、

その他当該事業所において日常的な口腔ケアの実施にあたり必要と思われる事項のうち、いずれ

かに係る技術的助言及び指導のことをいうものであって、個々の利用者の口腔ケア計画をいうも

のではありません。また、「口腔ケアに係る技術的助言及び指導」は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護

委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

ス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

(イ)「利用者の口腔ケアマネジメントに係る計画」には、以下の事項を記載すること。 

(Ａ)当該事業所において利用者の口腔ケアを推進するための課題 

(Ｂ)当該事業所における目標 

(Ｃ)具体的方策 

(Ｄ)留意事項 

(Ｅ)当該事業所と歯科医療機関との連携の状況 

(Ｆ)歯科医師からの指示内容の要点(当該計画の作成にあたっての技術的助言・指導を歯科衛生士

が行った場合に限る。) 

(Ｇ)その他必要と思われる事項 

(ウ)医療保険において歯科訪問診療料又は訪問歯科衛生指導料が算定された日の属する月であっても

口腔衛生管理体制加算を算定できますが、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導

又は利用者の口腔ケアマネジメントに係る計画に関する技術的助言及び指導を行うにあたっては、

歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行います。 
 

国Ｑ＆Ａ(平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.１)(平成３０年３月２３日)) 

(問１１５) 

Ｑ口腔衛生管理体制加算について、月の途中で退所、入院又は外泊した場合や月の途中から入所した場合

にはどのように取り扱えばよいのか。 

Ａ入院・外泊中の期間は除き、当該月において１日でも当該施設に在所した入所者について算定できる。 

(問１１６) 

Ｑ口腔衛生管理体制加算について、「歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行う

こと」とあるが、歯科訪問診療料又は訪問歯科衛生指導料を算定した日と同一日であっても、歯科訪問

診療又は訪問歯科衛生指導を行っていない異なる時刻であれば、「実施時間以外の時間帯」に該当する

と考えてよいか。 

Ａ貴見のとおりである。 

 

(１０)口腔衛生管理体制加算 ３０単位/月 
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国Ｑ＆Ａ（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26 日）) 

(問８０) 

Ｑ口腔衛生の管理体制に関する管理計画の立案は、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士によ

る技術的助言及び指導に基づき行われるが、技術的助言及び指導を行う歯科医師は、協力歯科医療機関

の歯科医師でなければならないのか。 

A 協力歯科医療機関の歯科医師に関わらず、当該施設の口腔衛生の管理体制を把握している歯科医師又 

は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士を想定している。 

（問８３） 

Q 口腔衛生管理体制加算について、月の途中で退所、入院又は外泊した場合や月の途中から入所した場合

にはどのように取り扱えばよいのか。 

A 入院・外泊中の期間は除き、当該月において１日でも当該施設に在所した入所者について算定できる。 

（問８４） 

Q 口腔衛生管理体制加算の算定に当たって作成することとなっている「口腔衛生管理体制計画」について

は、施設ごとに計画を作成すればよいのか。 

A 施設ごとに計画を作成することとなる。 

 

①地域密着型サービス報酬基準（平成１８年３月１４日 厚労告１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定認知症対応型共同生活介護事業所の従業者が、利用

開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング（以下「口腔スクリーニン

グ」という。）及び栄養状態のスクリーニング（以下「栄養スクリーニング」という。）を行った

場合に、１回につき所定単位数を加算する。ただし、当該利用者について、当該事業所以外で既に

口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場合にあっては算定しない。      

②厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９５号) 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

イ 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、当該利用者の口

腔の健康状態に関する情報（当該利用者の口腔の健康状態が低下しているおそれのある場合にあっ

ては、その改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供しているこ

と。 

ロ 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状態

に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含

む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。 

ハ 通所介護費等算定方法第５号、第７号から第９号まで、第 19 号、第 21 号及び第 22 号に規定す

る基準のいずれにも該当しないこと。 

③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔スクリーニング及び栄養状態に関するスクリ

ーニングは、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意します。 

(イ)口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては、利用者について、それぞれ

次に掲げる確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供します。 

イ 口腔スクリーニング 

ａ 硬いものを避け、柔らかいものを中心に食べる者 

ｂ 入れ歯を使っている者 

(１１)口腔・栄養スクリーニング加算 ２０単位/回 ※６月に 1 回を限度 
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ｃ むせやすい者 

ロ 栄養スクリーニング 

(Ａ)ＢＭＩが１８．５未満である者 

(Ｂ)１～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施について」

(平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知)に規定する基本チェ

ックリストのＮｏ.１１の項目が「１」に該当する者 

(Ｃ)血清アルブミン値が３．５ｇ/ｄｌ以下である者 

(Ｄ)食事摂取量が不良(７５％以下)である者 

(ウ)栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議で決定すること

とし、原則として、当該事業所が当該加算に基づく栄養スクリーニングを継続的に実施します。 

(エ)栄養スクリーニング加算に基づく栄養スクリーニングの結果、栄養改善加算に係る栄養改善サ

ービスの提供が必要と判断された場合は、栄養スクリーニング加算の算定月でも栄養改善加算

を算定できます。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.１)(平成３０年３月２３日)) 

(問３０) 

Ｑ当該利用者が、栄養スクリーニング加算を算定できるサービスを複数利用している場合、栄養スクリー

ニング加算の算定事業者をどのように判断すればよいか。 

Ａサービス利用者が利用している各種サービスの栄養状態との関連性、実施時間の実績、栄養改善サービ

スの提供実績、栄養スクリーニングの実施可能性等を踏まえ、サービス担当者会議で検討し、介護支援

専門員が判断・決定するものとする。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.６)(平成３０年８月６日)) 

(問２) 

Ｑ栄養スクリーニング加算は当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合にあって

は算定しないこととされているが、当該事業所以外で算定してから６か月を空ければ当該事業所で算定

できるか。 

Ａ６か月を空ければ算定は可能だが、算定事業者の決定については、「平成３０年度介護報酬改定に関す

るＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.１)」(平成３０年３月２３日)の通所系・居住系サービスにおける栄養スクリーニング

加算に係る問３０を参照されたい。 

 

国Ｑ＆Ａ（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26 日）） 

(問２０) 

Ｑ令和２年 10 月以降に栄養スクリーニング加算を算定した事業所において、令和３年４月に口腔・栄養

スクリーニング加算を算定できるか。 

Ａ算定できる。 

 

生活機能向上連携加算Ⅰ 100 単位／月 ※３月に 1 回を限度 

生活機能向上連携加算Ⅱ 200 単位／月 

 

(１２)生活機能向上連携加算（Ⅰ）・（Ⅱ） 
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①地域密着型サービス報酬基準(平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

ア 生活機能向上連携加算(Ⅰ)について、計画作成担当者（指定地域密着型サービス基準第 90 条

第５項に規定する計画作成担当者をいう。）が、指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所

リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の医師、理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上を目的とした認知症対応型共

同生活介護計画（指定地域密着型サービス基準第 98 条第１項に規定する認知症対応型共同生活

介護計画をいう。以下同じ。）を作成し、当該認知症対応型共同生活介護計画に基づく指定認知

症対応型共同生活介護を行ったときは、初回の当該指定認知症対応型共同生活介護が行われた日

の属する月に、所定単位数を加算します。 

イ 生活機能向上連携加算(Ⅱ)について、利用者に対して、訪問リハビリテーション事業所、通所

リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の医師、理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士が認知症対応型共同生活介護事業所を訪問した際に、計画作成

担当者が当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と利用者の身体の状況等の評価を共

同して行い、かつ、生活機能の向上を目的とした認知症対応型共同生活介護計画を作成した場合

であって、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と連携し、当該認知症対応型共同

生活介護計画に基づく認知症対応型共同生活介護を行ったときは、初回の当該認知症対応型共同

生活介護が行われた日の属する月以降３月の間、１月につき所定単位数を加算します。ただし、

生活機能向上連携加算(Ⅰ)を算定している場合には算定できません。 

②地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

ア 生活機能向上連携加算(Ⅱ)について 

(ア)「生活機能の向上を目的とした認知症対応型共同生活介護計画」とは、利用者の日常生活に

おいて介助等を必要とする行為について、単に介護従業者が介助等を行うのみならず、利用

者本人が、日々の暮らしの中で当該行為を可能な限り自立して行うことができるよう、その

有する能力及び改善可能性に応じた具体的目標を定めた上で、介護従業者が提供する介護の

内容を定めたものでなければなりません。 

(イ)(ア)の介護計画の作成に当たっては、訪問リハビリテーション事業所、通所リハビリテーシ

ョン事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設(病院にあっては、許可病

床数が２００床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所が存

在しないものに限る。)の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下「理学療法

士等」という。）が認知症対応型共同生活介護事業所を訪問した際に、当該利用者のＡＤＬ

(寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等)及びＩＡＤＬ(調理、掃除、買

物、金銭管理、服薬状況等)に関する利用者の状況につき、理学療法士等と計画作成担当者

が共同して、現在の状況及びその改善可能性の評価(以下「生活機能アセスメント」とい

う。)を行います。この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、

診療報酬における疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は

介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院です。 

(ウ)(ア)の介護計画には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲げるその他の日々の暮ら

しの中で必要な機能の向上に資する内容を記載しなければなりません。 

(Ａ)利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容 

(Ｂ)生活機能アセスメントの結果に基づき、(Ａ)の内容について定めた３月を目途とする達

成目標 

(Ｃ)(Ｂ)の目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標 

(Ｄ)(Ｂ)及び(Ｃ)の目標を達成するために介護従業者が行う介助等の内容 
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(エ)(ウ)の(Ｂ)及び(Ｃ)の達成目標については、利用者の意向も踏まえ策定するとともに、利用

者自身がその達成度合いを客観視でき、当該利用者の意欲の向上につながるよう、例えば当 

該目標に係る生活行為の回数や当該生活行為を行うために必要となる基本的な動作(立位又は

座位の保持等)の時間数といった数値を用いる等、可能な限り具体的かつ客観的な指標を用い

て設定します。 

(オ)本加算は(イ)の評価に基づき、(ア)の介護計画に基づき提供された初回の介護の提供日が属

する月を含む３月を限度として算定されるものであり、３月を超えて本加算を算定しよう

とする場合は、再度(イ)の評価に基づき介護計画を見直す必要があります。 

(カ)本加算を算定する期間中は、各月における目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法

士等に報告し、必要に応じて利用者の意向を確認し、当該理学療法士等から必要な助言を

得た上で、利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況及び(ウ)の(Ｂ)の達成目標を踏まえた

適切な対応を行います。 

  イ 生活機能向上連携加算(Ⅰ)について 

(ア)生活機能向上連携加算(Ⅰ)については、ア(イ)、(オ)及び(カ)を除き①を適用する。本加算

は、理学療法士等が認知症対応型共同生活介護事業所を訪問せずにＡＤＬ及びＩＡＤＬに関

する利用者の状況について適切に把握した上で計画作成担当者に助言を行い、計画作成担当

者が、助言に基づきア(ア)の認知症対応型共同生活介護計画を作成(変更)するとともに、計

画作成から３月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等に報告すること

を定期的に実施することを評価するものである。 

ａ ①イの認知症対応型共同生活介護計画の作成に当たっては、理学療法士等は、当該利用

者のＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する状況について、指定訪問リハビリテーション事業所、指

定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の

場において把握し、又は指定認知症対応型共同生活介護事業所の計画作成担当者と連携し

てＩＣＴを活用した動画やテレビ電話を用いて把握した上で、当該指定認知症対応型共同

生活介護事業所の計画作成担当者に助言を行うこと。なお、ＩＣＴを活用した動画やテレ

ビ電話を用いる場合においては、理学療法士等がＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する利用者の状

況について適切に把握することができるよう、理学療法士等と計画作成担当者で事前に方

法等を調整するものとする。 

ｂ 当該認知症対応型共同生活介護事業所の計画作成担当者は、ａの助言に基づき、生活機

能アセスメントを行った上で、ア(ア)の認知症対応型共同生活介護計画の作成を行うこと。

なお、ア(ア)の認知症対応型共同生活介護計画には、ａの助言の内容を記載すること。 

ｃ 本加算は、ア(ア)の認知症対応型共同生活介護計画に基づき指定認知症対応型共同生活

介護を提供した初回の月に限り、算定されるものである。なお、ａの助言に基づき認知症

対応型共同生活介護計画を見直した場合には、本加算を算定することは可能であるが、利

用者の急性増悪等により認知症対応型共同生活介護計画を見直した場合を除き、ア(ア)の

認知症対応型共同生活介護計画に基づき指定認知症対応型共同生活介護を提供した翌月及

び翌々月は本加算を算定しない。 

ｄ ３月経過後、目標の達成度合いにつき、利用者及び理学療法士等に報告すること。なお、

再度ａの助言に基づき認知症対応型共同生活介護計画を見直した場合には、本加算の算定

が可能である。 
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国Ｑ＆Ａ(平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖｏｌ.１)(平成３０年３月２３日)」) 

(問１１３) 

Ｑ指定認知症対応型通所介護事業所は、生活機能向上連携加算に係る業務について指定訪問リハビリテー

ション事業所又は指定通所リハビリテーション事業所若しくは医療提供施設と委託契約を締結し、業務

に必要な費用を指定訪問リハビリテーション事業所等に支払うことになると考えてよいか。 

Ａ貴見のとおりである。なお、委託料についてはそれぞれの合議により適切に設定する必要がある。 

(問１１４) 

Ｑ生活機能向上連携加算は、同一法人の指定訪問リハビリテーション事業所若しくは指定通所リハビリテ

ーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（原則として許可病床数 200 床未

満のものに限る。）と連携する場合も算定できるものと考えてよいか。 

Ａ・貴見のとおりである。 

・なお、連携先について、地域包括ケアシステムの推進に向けた在宅医療の主たる担い手として想定さ

れている２００床未満の医療提供施設に原則として限っている趣旨や、リハビリテーション専門職

（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士）の有効活用、地域との連携の促進の観点から、別法人から

の連携の求めがあった場合には、積極的に応じるべきである。 

 

(１３)サービス提供体制強化加算(Ⅰ)、(Ⅱ)、(Ⅲ)※上記のうちいずれか１つを算定できる。 

①地域密着型サービス報酬基準(平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市長に届け出た認知症対応型共同生活介

護事業所が、利用者に対し、認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に

従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算します。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しません。 

加算の種類 主な要件 対象従業者 単位 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 

介護福祉士が 70％以上又は

勤続年数 10 年以上の介護福

祉士が 25％以上配置 

介護職員 ２２単位／日 

サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 介護福祉士が 60％以上配置 介護職員 １８単位／日 

サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 

介護福祉士が 50％以上（※

1）、常勤職員が 75％以上

（※２）又は勤続年数 7 年

以上の者が 30％以上（※

３）配置 

※１介護職員 

※２看護・介護職員 

※３利用者に直接提

供する職員 

６単位／日 

②厚生労働大臣が定める基準(平成２７年３月２３日 厚労告第９５号） 

イ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑴ 次のいずれかに適合すること。 

㈠ 指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が

100 分の 70 以上であること。 

㈡ 指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、勤続年数 10 年以上の介護

福祉士の占める割合が 100 分の 25 以上であること。 

⑵ 通所介護費等算定方法第 8 号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。 

※ 別の告示で定める定員・人員基準に適合していること。 
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ロ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）次に掲げる基準のいずれにも適合すること 

⑴ 当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合

が 100 分の 60 以上であること。 

⑵ イ⑵に該当するものであること。 

※ 別の告示で定める定員・人員基準に適合していること。 

ハ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

⑴ 次のいずれかに適合すること。 

㈠ 指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が

100 分の 50 以上であること。 

㈡ 指定認知症対応型共同生活介護事業所の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割

合が 100 分の 75 以上であること。 

㈢ 指定認知症対応型共同生活介護を利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数七年以

上の者の占める割合が 100 分の 30 以上であること。 

⑵ 通所介護費等算定方法第８号に規定する基準のいずれにも該当しないこと。 

※ 別の告示で定める定員・人員基準に適合していること。 

③地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度(３月を除く。)の平均を

用います。ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所(新たに事業を開始し、又は再開した

事業所を含む。)については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出し

た平均を用います。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月

目以降届出が可能となります。 

なお、介護福祉士又は介護職員基礎研修課程修了者については、各月の前月の末日時点で資格

を取得又は研修の課程を修了している者とします。 

(イ)前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合に

つき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければなりません。なお、その割合については、毎

月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに変更届出を提出しなけれ

ばなりません。 

(ウ)勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数です。具体的には、平成２１年４月に

おける勤続年数３年以上の者とは、平成２１年３月３１日時点で勤続年数が３年以上ある者で

す。 

(エ)勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人の経営する他の

介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員と

して勤務した年数を含めることができます。 

(オ)同一の事業所において介護予防認知症対応型共同生活介護を一体的に行っている場合において

は、本加算の計算も一体的に行います。 

(カ)この場合の認知症対応型共同生活介護の職員に係る常勤換算にあっては、利用者への介護業務

(計画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求事務等介護に関わらない業務

を除く。)に従事している時間を用いても差し支えありません。 

(キ)認知症対応型共同生活介護を利用者に直接提供する職員とは、介護従業者として勤務を行う職

員を指します。 
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国Ｑ＆Ａ(平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ．１)(平成２１年３月２３日)) 

(問２) 

Ｑ特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算における介護福祉士又は介護職員基礎研修課程修了者若

しくは一級課程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とされているが、その具体

的取扱いについて示されたい。 

Ａ要件における介護福祉士等の取扱いについては、登録又は修了証明書の交付まで求めるものではなく、

例えば介護福祉士については、平成２１年３月３１日に介護福祉士国家試験の合格又は養成校の卒業を

確認し、翌月以降に登録をした者については、平成２１年４月において介護福祉士として含めることが

できる。また、研修については、全カリキュラムを修了していれば、修了証明書の交付を待たずに研修

修了者として含めることが可能である。 

なお、この場合において、事業者は当該資格取得等見込み者の、試験合格等の事実を試験センターのホ

ームページ等で受験票と突合する等して確認し、当該職員に対し速やかな登録等を促すとともに、登録

又は修了の事実を確認するべきものであること。 

（問３） 

Ｑ特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、計画的な研修の実施に係る要件の留意事

項を示されたい。 

Ａ訪問介護員等(訪問入浴介護従業者等を含む。以下問３及び問４において同じ。)ごとに研修計画を策定

されることとしているが、当該計画の期間については定めていないため、当該訪問介護員等の技能や経

験に応じた適切な期間を設定する等、柔軟な計画策定をされたい。 

また、計画の策定については、全体像に加えて、訪問介護員等ごとに策定することとされているが、こ

の訪問介護員等ごとの計画については、職責、経験年数、勤続年数、所有資格及び本人の意向等に応

じ、職員をグループ分けして作成することも差し支えない。 

なお、計画については、すべての訪問介護員等が概ね１年の間に１回以上、なんらかの研修を実施でき

るよう策定すること。 

(問４) 

Ｑ特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の要件のうち、定期的な健康診断の実施に係る要件の留

意事項を示されたい。 

Ａ本要件においては、労働安全衛生法により定期的に健康診断を実施することが義務づけられた「常時使

用する労働者」に該当しない訪問介護員等を含めた、すべての訪問介護員等に対して、１年以内ごとに

１回、定期的に医師による健康診断(常時使用する者に労働者に該当しない者に対する健康診断の項目に

ついても労働安全衛生法と同様とする)を、事業所の負担により実施することとしている。 

また、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等に対する健康診断については、労働安全衛生

法における取扱いと同様、訪問介護員等が事業者の実施する健康診断を本人の都合で受診しない場合に

ついては、他の医師による健康診断(他の事業所が実施した健康診断を含む。)を受診し、その者が当該

健康診断の結果を証明する書面を提出したときは、健康診断の項目を省略できるほか、費用については

本人負担としても差し支えない(この取扱いについては、高齢者の医療の確保に関する法律により保険者

が行う特定健康診査については、同法第２１条により労働安全衛生法における健康診断が優先されるこ

とが定められているが、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等については、同条の適用は

ないことから、同様の取扱いとして差し支えない。)。 

(問５) 

Ｑ同一法人内であれば、異なるサービスの事業所(施設)における勤続年数や異なる業種(直接処遇職種)にお

ける勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業の承継時にも通算できるのか。 

また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士である場合にも通算できるのか。 
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Ａ同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種(直接処遇を行う職種に限る。)

における勤続年数については通算することができる。また、事業所の合併又は別法人による事業の承継

の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営している

と認められる場合には、勤続年数を通算することができる。 

ただし、グループ法人については、たとえ理事長等が同じであったとしても、通算はできない。 

(問６) 

Ｑ産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。 

Ａ産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続していることから、勤続年数に含めることができ

る。 

(問１０) 

Ｑ「届出日の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出した平均を用いる」こととされている

平成２１年度の１年間及び平成２２年度以降の前年度の実績が６月に満たない事業所について、体制

届出後に、算定要件を下回った場合はどう取扱うか。 

Ａサービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、老企第３６号等において以下のように規定

されているところであり、これに従った取扱いとされたい。 

「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されなくなること

が明らかな場合は、速やかにその旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等が算定されな

くなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。」 

具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１２月から平成２１年２月までの実績に

基づいて３月に届出を行うが、その後平成２１年１月から３月までの実績が基準を下回っていた場合

は、その事実が発生した日から加算の算定は行わないこととなるため、平成２１年４月分の算定はでき

ない取扱いとなる。 

 

国Ｑ＆Ａ(平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖｏｌ．２(平成２７年４月３０日)) 

(問６３) 

Ｑサービス提供体制強化加算の新区分の取得に当たって、職員の割合については、これまでと同様に、１

年以上の運営実績がある場合、常勤換算方法により算出した前年度の平均(３月分を除く。)をもって、

運営実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始した事業所又は事業を再開した事業所）の場合

は、４月目以降に、前３月分の実績をもって取得可能となるということでいいのか。 

Ａ貴見のとおり。 

なお、これまでと同様に、運営実績が６月に満たない場合の届出にあっては、届出を行った月以降にお

いても、毎月所定の割合を維持しなければならず、その割合については毎月記録する必要がある。 

(問６４) 

Ｑサービス提供体制強化加算(Ⅰ)イとサービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロは同時に取得することは可能か。不

可である場合は、サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イを取得していた事業所が、実地指導等によって、介

護福祉士の割合が６０％を下回っていたことが判明した場合は、全額返還となるのか。 

Ａサービス提供体制強化加算(Ⅰ)イとサービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロを同時に取得することはできない。 

また、実地指導等によって、サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イの算定要件を満たさないことが判明した

場合、都道府県知事等は、支給された加算の一部又は全部を返還させることが可能となっている。 

なお、サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イの算定要件を満たしていないが、サービス提供体制強化加算(Ⅰ)

ロの算定要件を満たしている場合には、後者の加算を取得するための届出が可能であり、サービス提供体

制強化加算(Ⅰ)イの返還等と併せて、後者の加算を取得するための届出を行うことが可能である。 
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①地域密着型サービス報酬基準(平成１８年３月１４日 厚労告第１２６号） 

次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生

活介護事業所が、利用者に対し指定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、１月につき所定単

位数を加算する。 

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状況等に係

る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。 

⑵ 必要に応じて認知症対応型共同生活介護計画を見直すなど、指定認知症対応型共同生活介護の提

供に当たって、⑴に規定する情報その他指定認知症対応型共同生活介護を適切かつ有効に提供す

るために必要な情報を活用していること。 

②地域密着型サービス報酬基準解釈通知 

(ア)科学的介護推進体制加算は、原則として利用者全員を対象として、利用者ごとに注 21 に掲げ

る要件を満たした場合に、当該事業所の利用者全員に対して算定できるものであること。 

(イ)情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度

等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに

事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

(ウ)事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため、計画（Plan）、実行

（Do）、評価（Check）、改善（Action）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、質の高い

サービスを実施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努めることが重要であり、具

体的には、次のような一連の取組が求められる。したがって、情報を厚生労働省に提出するだ

けでは、本加算の算定対象とはならない。 

イ 利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供するためのサ

ービス計画を作成する（Plan）。 

ロ サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立支援や重度化防止

に資する介護を実施する（Do）。 

ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、事業所の   

特性やサービス提供の在り方について検証を行う（Check）。 

ニ 検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体として、サービス

の質の更なる向上に努める（Action）。 

(エ)提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するた

め、適宜活用されるものである。 

 

  

(１４) 科学的介護推進体制加算 40 単位／月 【令和３年４月１日新設】 
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国Ｑ＆Ａ（令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和３年３月 26 日）） 

 

(１５) 処遇改善加算の及び介護職員等特定処遇改善加算 

※別添「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算」をご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

  

（問１６） 

Q 要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」とされていれるが、

「やむを得ない場合」とはどのような場合か。 

A やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月において、当該

月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初に入院することとなり、当該利用者について情報の

提出ができなかった場合や、データを入力したにも関わらず、システムトラブル等により提出ができな

かった場合等、利用者単位で情報の提出ができなかった場合がある。 

また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者について、必須項目である

体重等が測定できず、一部の情報しか提出できなかった場合等であっても、事業所・施設の利用者又は

入所者全員に当該加算を算定することは可能である。 

ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要がある。 

（問１７） 

Q ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報が含まれるが、情報

の提出に当たって、利用者の同意は必要か。 

A ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入力いただくが、ＬＩＦ

Ｅのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるため、個人情報を収集するものではない。その

ため、加算の算定に係る同意は必要ではあるものの、情報の提出自体については、利用者の同意は必要

ない。 

（問１８） 

Q 加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算の算定に係る同意が取れな

い場合には算定できないのか。 

A 加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であっても、当該者を含む原則全て

の利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加算の算定に係る同意が得られた利用者又は入所者につ

いて算定が可能である。 
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（おまけ）令和３年４月の改正について 
 
基準の改正については、努力義務の経過措置を経て義務になるものもありますので、期間も含めて内容

をご確認ください。 

 

 

 

 

１ 利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、

研修を実施する等の措置を講じることが義務付けられました。なお、経過措置により令和６年３月

31 日までの間は努力義務となりますが、令和６年４月１日以降は全ての事業所で実施が義務付けら

れますので準備を進めていただくようお願いします。 

２ CHASE・VISIT（LIFE）を活用した計画の作成や事業所単位での PDCA サイクルの推進、ケアの質

の向上を行うよう努めることが明文化されました。 

３ １ユニットごとに夜勤１人以上の配置とされている認知症グループホームの夜間・深夜時間帯の職員

体制について、安全確保や職員の負担にも留意しつつ、人材の有効活用を図る観点から、３ユニット

の場合であって、各ユニットが同一階に隣接しており、職員が円滑に利用者の状況把握を行い、速や

かな対応が可能な構造で、安全対策（マニュアルの策定、訓練の実施）をとっていることを要件に、

例外的に夜勤２人以上の配置に緩和できることとし、事業所が夜勤職員体制を選択することが可能に

なりました。 

４ 認知症グループホームにおいて、人材の有効活用を図る観点から、計画作成担当者の配置について、

ユニットごとに１名以上の配置から、事業所ごとに１名以上の配置に緩和されました。また、兼務可

能な範囲が「当該共同生活住居」から「当該事業所における他の職務」に緩和されました。 

５ 複数事業所で人材を有効活用しながら、より利用者に身近な地域でのサービス提供が可能となるよう

にする観点から、地域の特性に応じたサービスの整備・提供を促進する観点から、サテライト型事業

所の基準が創設されました。 

６ 経営の安定性の観点から、ユニット数について、「原則１又は２、地域の実情により事業所の効率的

運営に必要と認められる場合は３」とされているところ、これを「１以上３以下」とします。 

７ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会について、テレビ電話装置等を活用して行うこ

とが認められました。 

８ 外部評価について、業務効率化の観点から、既存の外部評価（県が指定する外部評価機関によるサー

ビス評価）は維持した上で、小規模多機能型居宅介護等と同様に、自らその提供するサービスの質の

評価（自己評価）を行い、これを市町村や地域包括支援センター等の公正・中立な立場にある第三者

が出席する運営推進会議に報告し、その評価を受けた上で公表する仕組みを制度的に位置付け、当該

運営推進会議と既存の外部評価による評価のいずれかから「第三者による外部評価」を受けることが

可能になりました。 

９ 「運営規程」に定めておかなければならない事項として、「虐待の防止のための措置に関する事項」

が追加されました。なお、経過措置により令和６年３月 31 日までの間は努力義務となりますが、令

和６年４月１日以降は全ての事業所で実施が義務付けられますので準備を進めていただくようお願い

します。 
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１０ 認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく観点

から、介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、介護に直接携わる職員のう

ち、医療・福祉関係の資格を有さない無資格者に対して、認知症介護基礎研修を受講させるために

必要な措置を講じることが義務付けられました。なお、経過措置により令和６年３月 31 日までの

間は努力義務となりますが、令和６年４月１日以降は全ての事業所で介護に直接携わる職員は全

員、医療・福祉関係の資格を有する者又は認知症介護基礎研修の修了者であることが義務付けられ

ますので適宜受講を進めていただくようお願いします。 

１１ 職場でのハラスメント対策を強化するため、雇用の分野におけるハラスメント対策に関する事業者

の責務を踏まえた適切なハラスメント対策を求めることが義務付けられました。具体的には、職場

において行われる性的な言動及び優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範

囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化その他の必

要な措置を講じることが求められます。 

１２ 感染症や災害が発生した場合であっても、必要なサービスが継続的に提供できる体制を構築する観

点から、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練(シミュレーション)の実施等が義務付

けられました。なお、経過措置により令和６年３月 31 日までの間は努力義務となりますが、令和

６年４月１日以降は全ての事業所で実施が義務付けられますので準備を進めていただくようお願い

します。 

１３ 利用者の利便性向上や事業者の業務負担軽減の観点から、運営規程等の重要事項について、事業所

での掲示だけでなく、事業所に閲覧可能な形(ファイル等)で備え置くこと等が可能になりました。 

１４ 運営推進会議について、感染防止の観点から「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取

扱のためのガイダンス」及び「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を参考にし

て、テレビ電話等を活用しての実施が可能になりました。なお、利用者及びその家族が参加する場

合については、利用者及びその家族の同意を得た上で、テレビ電話等の活用が認められます。 

１５ 感染症及び食中毒の発生及びまん延等に関する取組の徹底を求める観点から、これまでの「指針の

整備」及び「研修の実施」に加え、「対策を検討する委員会の設置」及び「感染症の予防及びまん

延の防止のための訓練の実施」が新たに義務付けられました。 

１６ 事業者の業務負担軽減の観点から、事業者における諸記録の保存・交付等について、電磁的な対応

が原則認められました。 

１７ 利用者の利便性向上や事業者の業務負担軽減の観点から、ケアプランや重要事項説明書等に係る利

用者等への説明・同意等のうち、書面で行うものについて、利用者等の承諾を得た上で、電磁的記

録による対応が原則認められました。 
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個人情報保護について 
 

平成１７年４月から、個人情報保護法が施行され、介護保険事業者も個人情報保護法に沿って事業運営を

していかなければなりません。 

具体的な取扱いのガイダンスは、厚生労働省が出していますので、以下の URL から御確認ください。 

 

 

 

 

 

主な義務等 概要 

１．利用目的の特定等 ・個人情報を取り扱うに当たっては、その利用目的をできる限り特定し

なければならない。 

・あらかじめ本人の同意を得ないで、利用目的の達成に必要な範囲を超

えて、個人情報を取り扱ってはならない。 

２．利用目的の通知等 ・個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している

場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表し

なければならない。 

３．個人情報の適正な取得、

個人データ内容の正確性

の確保 

・偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。 

・利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ最新

の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、当該個人

データを遅滞なく消去するよう努めなければならない。 

４．安全管理措置、従業者の

監督及び委託先の監督 

・取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人デー

タの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

・従業者に個人データを取り扱わせるに当たっては、当該個人データの

安全管理が図られるよう、当該従業者に対する必要かつ適切な監督を

行わなければならない。 

・個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、その取扱いを

委託された個人データの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に

対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

５．個人データの第三者提供 ・あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供しては

ならない。 

６．外国にある第三者への提

供の制限 

・外国にある第三者に個人データを提供する場合には、あらかじめ外国

にある第三者への提供を認める旨の本人の同意を得なければならな

い。 

 
「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」 
  https://www.mhlw.go.jp/content/000681800.pdf 
 
「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」に関するＱ＆Ａ（事例
集） 
  https://www.mhlw.go.jp/content/000681801.pdf 
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７．第三者提供に係る記録の

作成等 

・個人データを第三者に提供したときは、個人情報保護委員会規則で定

めるところにより、当該個人データを提供した年月日、当該第三者の

氏名又は名称その他の個人情報保護委員会規則で定める事項に関する

記録を作成しなければならない。 

８．第三者提供を受ける際の

確認等 

・第三者から個人データの提供を受けるに際しては、個人情報保護委員

会規則で定めるところにより、次に掲げる事項の確認を行わなければ

ならない。 

①当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

②当該第三者による当該個人データの取得の経緯 

９．保有個人データに関する

事項の公表等 

・保有個人データに関し、次に掲げる事項について、本人の知り得る状

態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置かなけ

ればならない。 

①当該個人情報取扱事業者の氏名又は名称 

②全ての保有個人データの利用目的 他 

10．開示等の請求等に応じる

手続及び手数料 

・開示等の請求等に関し、政令で定めるところにより、その求め又は請

求を受け付ける方法を定めることができる。 

・利用目的の通知を求められたとき又は開示の請求を受けたときは、当

該措置の実施に関し、手数料を徴収することができる。 

11．理由の説明、苦情の対応 ・本人から求められ、又は請求された措置の全部又は一部について、そ

の措置を講じない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置を講じ

る旨を通知する場合は、本人に対し、その理由を説明するよう努めな

ければならない。 

・個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなければ

ならない。 

 

 


